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序     文 

 
日本国政府はトルコ国政府の要請に基づき、トルコ国において、公教育における防災教育の実施・

定着を目的とした「防災教育プロジェクト」を実施することを決定し、独立行政法人国際協力機構

（JICA）は 2010 年 12 月から３年間の計画で本案件を開始しました。 

JICA は、３年間の協力期間の中間地点において、本案件で期待される成果を発現しつつ順調に実

施されているかを包括的に検証するとともに、プロジェクト目標の達成を見据えた協力期間後半の活

動の方向性及び計画の軌道修正の必要性について提言を行うため、2012 年 9 月 10 日～2012 年 9 月
28 日までの 19 日間にわたり、中間レビュー調査団を派遣しました。調査団は、トルコ国側評価メン
バーと合同評価調査団を構成して現地調査を行い、その結果を合同評価レポートとして取りまとめ、

トルコ国側調査団と日本国側調査団の間で署名交換を行いました。レポートの内容は、プロジェクト

の合同調整委員会で報告され、レポートの提言内容が今後プロジェクト関係者により検討された後、

取り組まれることになりました。 

本報告書は、中間評価調査時の調査および協議に基づく結果を取りまとめ、今後の協力のさらなる

発展の指針となることを目的としております。 

終わりに、これら一連の調査及び協議にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心より感謝

申し上げます。 

 

 

2012 年 10 月 25 日 

独立行政法人 国際協力機構 
地球環境部長  不破 雅実 
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中間レビュー評価調査結果要約表（和文） 

1. 案件の概要 

国名：トルコ 案件名：防災教育プロジェクト 

分野：防災 協力形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部水資源・防災グループ 協力金額：1.5 億円 

協力期間：(R/D) 2010 年 10 月～2013 年 11 月 先方実施機関：国民教育省（教員育成総局、基礎教育総局、

中等教育総局、教育委員会、サービス支援総局、県教育事

務所）、首相府防災危機管理庁、大学・研究機関 

日本側協力機関：兵庫県、国立教育政策研究所、

国際防災研修センター、東京都、文部科学省 

1-1 協力の背景と概要 

トルコ国は、アジア側から伸びるアナトリア半島とボスポラス海峡を隔てて対峙するヨーロッパ側の国土

からなる国である。トルコ国の大部分を占めるアナトリア半島は、北側のユーラシアプレート、南側のアフ

リカプレート及びアラビアプレートの境界部に位置しており、地震活動が非常に活発な地域である。1999

年に発生したトルコ北西部地震（マルマラ地震とデュズジェ地震の 2 回の地震の総称）では、約 2 万人の犠

牲者がでるなど甚大な被害が発生した。 

このような地震頻発国であるトルコ国は、防災対策に対して積極的に取り組んできており、これまでドナ

ーなどの支援により構造物対策中心の事業を実施してきた。JICA も、1993 年から 2000 年にかけて、地震観

測や耐震工学に関する技術向上のための技術協力や、イスタンブールの地震防災計画策定のための技術協力

を実施してきた。さらに、2002 年には、ボスポラス海峡長大橋にかかる耐震補強の円借款を供与している。 

トルコ国政府は、構造物対策だけではなく非構造物対策にも注力しており、特に、防災教育の実施を重要

視している。他ドナーや NGO/NPO などによって、防災教育教材の作成を中心にした活動実績はあるものの、

それら実績が各プロジェクト実施地域を超えて全国展開できないことを、トルコ国政府は課題としている。

また、首相府防災危機管理庁（AFAD）は「国家地震戦略および行動計画」（2012-2023）を策定しており、

学校に関するところでは、公教育における防災教育の実施（教員研修を含む）および学校など施設の耐震性

に係る各種行動が含まれている。 

このような状況の中、2008 年 9 月にトルコ国国民教育省は、学校教育における質の高い防災教育の実施

に向けて、教員研修カリキュラムの策定、教員研修実施体制の構築および学校防災計画の策定を目的に、本

案件を我が国に要請した。これを受けて JICA は詳細計画策定調査を実施し、プロジェクトの内容について

合意する M/M を 2010 年 5 月 14 日に署名した。2010 年 10 月 8 日の R/D 締結により開始された本プロジェ

クトは、終了期間である 2013 年 11 月までの折り返し地点である 2012 年 9 月において、中間レビューが実

施されることとなった。 

1-2 協力内容 

(1) スーパーゴール 

学校管理者、教員、生徒、及び父母が、学校教育を通して災害の知識、認識、及び管理能力を向上さ

せることにより、プロジェクト対象地域において防災に対する認識が広められる。 

(2) 上位目標 

基礎教育学校の学校管理者及び教員、中等教育学校の学校管理者が、防災に対する認識を向上するこ

とにより、プロジェクト対象地域において防災教育能力が向上される。 

(3) プロジェクト目標 
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学校管理者と教員の知識向上と学校防災管理能力の強化により、プロジェクト対象地域の支援対象校

における学校防災教育が改善される。 

(4) 成果 

1) マスター教員（学校管理者と教員）の、防災教育に関する知識を同僚に伝達する能力が向上する。 

2) 防災教育に関する教員用補助教材が改善される。 

3) 学校環境に適した学校防災管理システムが構築される。 

(5) 投入（中間レビュー時点） 

（日本側）専門家派遣：プロジェクト 7 名（計 26 回、494 日間）、業務調整 1 名、短期専門家 9 名 

本邦研修：2011 年 3 月 10 名（国民教育省より 7 名、大学より 3 名） 

供与資機材：なし 

現地活動費：5,772 万円（2010 年実績、2011 年実績、2012 年予定金額の合計） 

（トルコ側）カウンターパート：中間レビュー時点では、教員育成総局、首相府防災危機管理庁、大学・研

究機関より、カウンターパートとワーキンググループメンバーが選任 

ローカルコスト負担、事務所スペース・備品の提供 

(6) プロジェクトサイト 

   パイロット 10 県：マルマラ地域 8 県（イスタンブール、コジェリ、サカリヤ、ヤロワ、ブルサ、バリ

ケシル、チャナカレ、テキルダ）＋黒海地域 2 県（ドゥチェ、ボル） 

2. レビュー調査団の概要 

調査団構成 1. 高田浩幸 （団長／総括）JICA トルコ事務所 

2. 南谷太一 （協力企画）JICA 地球環境部水資源・防災グループ防災第 2 課 

3. 奥田浩之 （評価分析）合同会社適材適所 

4. 阿部アイシン （科学技術評価）財団法人日本国際協力センター 

5. Ms. Fatma BARKÇIN 開発省社会セクター調整総局 

6. Mr. Hasan COBAN 開発省社会セクター調整総局 

7. Mr. Ahmet SABANCI 国民教育省教員育成総局 

8. Mr.Mehmet ÜLGER 国民教育省教育委員会 

9. Ms.Ozge ARICI 国民教育省基礎教育総局 

調査期間 2012 年 9 月 9 日～2012 年 9 月 29 日 調査種類：中間レビュー 

3. 進捗の確認 

3-1 成果レベルの実績 

1) 成果 1 
・ プロジェクト対象 10 県から、80 校のパイロット基礎教育学校と各校 3 名ずつ計 240 名のマスター教員、

および各県から 2 名（視学官、民間防衛専門家）ずつ計 20 名の県マスター教員が選定された。 

・ 260 名のマスター教員に対して、国民教育省によりこれまで 3 回のマスター教員研修が実施された（第 1

回 2011 年 10 月、第 2 回 2012 年 1 月、第 3 回 2012 年 9 月）。 

・ 第 3 回マスター教員研修では防災教育コンテストが行われ、参加したパイロット校 80 校のうち 45 校が

コンテストにエントリーし、4 項目（学校防災計画、授業案、ポスター、普及計画）に基づく審査の結果、

上位 15 校が表彰された。 

・ パイロット校・コントロール校の校長 160 名、教員 400 名、生徒 400 名、保護者 400 名を対象にベース

ライン調査が実施され、その結果が 2011 年 11 月に取りまとめられた。 
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2) 成果 2 

・ 日本とトルコの防災教育の比較、トルコの防災教育のコンセプト案、社会・生活・理科における各学年・

単元ごとの防災に関する習得目標案に関し、ワーキング・グループによりそれぞれレポートが取りまと

められ、教員育成総局より教育委員会に提出された。 

・ 2012 年に日本人専門家が 10 県のパイロット校 11 校を訪問し、マスター教員も参加して生徒に対するデ

モンストレーション授業を行った。また同じ学校で、マスター教員が生徒に対するモデル授業を行った。 

・ 防災教育に関するハンドブック第 1 部（基礎知識）、第 2 部（防災教育）、第 4 部（評価）の作成が進ん

でいる。  
3) 成果 3 
・ トルコの市民防衛計画と日本の学校防災計画の比較レビューを踏まえ、防災教育に関するハンドブック

第 3 部である学校防災緊急管理計画ガイドブックの作成が進んでいる。2012 年 9 月の第 3 回マスター教

員研修で、その第 2 ドラフトがマスター教員に配布された。 

・ 45 校がエントリーした防災教育コンテストでの審査によると、45 校のうちの 34 校が学校防災緊急管理

計画を作成した。 

・ 中等教育学校に関しては、まだパイロット校が選定されておらず、学校管理者のための研修も開始され

ていない。 

3-2 プロジェクト目標の達成見込み 

・ 上述した成果ごとの活動実績を、PDM 指標の達成度としてみると、成果 1 については、指標に関するデ

ータ入手のために中間調査・エンドライン調査を実施して、ベースライン調査と比較する必要がある。

成果 2 については、指標は達成されつつある。成果 3 については、基礎教育学校については指標が達成

されつつあるが、中等教育学校についてはパイロット校がまだ選定されておらず活動も始まっていない

ため、達成見込みは不確かである。 

・ プロジェクト目標の PDM 指標の達成に向けた進展についても、中間調査・エンドライン調査を参照する

必要はあるが、基礎教育学校に関しては指標の達成に向けて着実に進展していると言える。プロジェク

ト目標の指標の中には、マスター教員以外の教員に関する指標も含まれているが、ベースライン調査は、

80 のパイロット基礎教育学校の教員についてはマスター教員 3 人を含む各校 5 名の教員を対象に実施し

ており、エンドライン調査においては、マスター教員が 3 人以上の同僚と知識を共有したかどうかを確

認する必要がある。 

3-3 上位目標に向けた進捗 

・ 現時点では、プロジェクトの効果はパイロット校のみで認められており、上位目標の達成見込みについ

てはまだ判断する段階には至っていないが、県内における効果的な防災教育の普及手法については、既

に検討が進められている。 

4. 評価 5 項目の概要 

4-1 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い。 

・ トルコの首相府防災危機管理庁（AFAD）は、2011 年 8 月に「国家地震戦略及び行動計画」を発表した。

その中で、Action C 1.2.4 として基礎教育における防災に関するトピック的な単元の導入、Action C 1.2.5

として教員への継続的な防災教育の実施が、国民教育省の責務として掲げられている。 

・ 実施担当部局である教員育成総局は、防災教育を重要と考えており、現場で防災教育を進めるマスター

教員とプロジェクトへの期待も高い。また、防災教育の実施のための組織作りの重要性が十分認識され
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ている。 

・ JICA は今後の災害リスクの管理に向けて、包括的な災害リスク削減戦略を基に「KAIZEN（改善）」「Risk 

Literacy（リスク・リテラシー）」「Redundancy（多重防衛・付加価値）」の 3 つのアプローチを提案して

いる。防災・災害対策は、日本のトルコに対する協力方針において重要課題の１つと位置付けられてい

る。 

4-2 有効性 

プロジェクトの有効性は高い。 

・ プロジェクトは、学校管理者・教員に対する研修、防災教育に関する補助教材の作成、学校防災緊急管

理計画の作成の 3 つの成果を達成することで、パイロット校の教員の防災教育能力の強化（プロジェク

ト目標）が図られる構成となっている。さらに、2011 年 10～11 月にはベースライン調査を実施してお

り、中間調査・エンドライン調査を実施することで、プロジェクトの効果による能力強化を定量的に示

せるよう提案されており、プロジェクトは効果的に組み立てられている。 

・ 基礎教育学校のパイロット 80 校については、上述したように各成果レベルで着実にプロジェクトは進展

しており、2013 年 11 月のプロジェクト予定終了時までに、所与の目的が達成される可能性は十分ある

と見込まれる。 

・ 成果 1 に関し、パイロット校とマスター教員は、国民教育省と県教育事務所が選定した。ただし、マス

ター教員の定義・役割や責任については文書化されておらず、マスター教員の任命・辞任・引継ぎ等に

関する決まりも明確となっていない。 

・ 成果 2 に関し、トルコの防災教育のコンセプト案や、社会・生活・理科における各学年・単元ごとの防

災に関する習得目標案が WG により作成され、教員育成総局よりレポートとして教育委員会に提出され

た。今後、しかるべき手続きを経てカリキュラムの変更や教科書の作成に反映されることが期待される。 

・ 成果 3 に関し、学校防災緊急管理計画ガイドブックについては、ドラフト段階で、ユーザーであるマス

ター教員等からのコメントを反映させることが望まれる。完成の際は教員育成総局として承認し、その

後はサービス支援総局が管理して印刷・配布を行う予定である。また、学校が防災緊急管理計画を作成・

実施していくための法的・制度的な根拠の整備については検討を始めたところである。  

・ PDM Ver2 の指標については、第 3 回（2012 年 1 月 20 日）JCC で承認され、内容については適切に設定

されている。プロジェクトは 2011 年 11 月にベースライン調査結果を取りまとめており、中間調査・エ

ンドライン調査実施による追跡により、例えば指標 1-1（マスター教員の知識レベルの向上）等の達成度

も図ることが出来る。  

4-3 効率性 

プロジェクトの効率性は中程度である。 

・ PDM Ver2 は教員育成総局カウンターパートとの十分な討論を経て改訂されたものである。教員育成総局

以外のプロジェクト参加者については、PDM の存在・内容がよく認識されているわけではないが、プロ

ジェクトが目指す 3 つの成果は明確に理解されている。 

・ 本案件の実施については、トルコ側の教員研修能力が十分高いこと、国際機関や他ドナーが実施した同

分野案件の成果等を活用して実施の効率化を図る方針であること、といった理由から、日本側の投入は

比較的限定されたものとなっている。日本側専門家の派遣についてはトルコ側カウンターパートやマス

ター教員からの高い評価の声が聴かれた。 

・ プロジェクトはこれまで、JCC を 3 回開催している。プロジェクト参加者間のコミュニケーションにつ
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いては、日本側専門家と教員育成総局との間の連絡調整は安定的に確実に行われている。トルコ側関係

者内での連絡調整については、JCC や WG 打合せの開催、教員育成総局によるレターの発出などの努力

はされているが、それらが関係者に届いていないか、あるいは判りやすい資料となっていない等の問題

が指摘された。 

4-4 インパクト 

プロジェクトのインパクトは、現時点ではまだ評価する段階には至っていない。 

・ 現時点では、プロジェクトの効果はパイロット校のみで認められていることから、上位目標の達成見込

みについてはまだ判断する段階には至っていない。しかしながら、パイロット校から他校への防災教育

の普及（上位目標）を視野に入れた活動が、既にプロジェクト期間中において積極的に実施されている。 

・ 2012 年 9 月に実施された防災教育コンテストでは、審査のための 4 項目に学校における普及活動計画が

含まれており、コンテスト参加校がそれぞれ発表した。一方、WG より、各県においてマスター教員サ

ークル（活動グループ）を形成し、県のマスター教員が中心となって県内普及を進めていく案が提案さ

れた。教員研修の実施、各県の実情に合わせた教員サークルによる県内普及計画・活動成果については、

次回のコンテストのテーマとすることが計画されている。 

・ プロジェクトのインパクトとしては、マスター教員の授業を受けた児童の防災意識が向上することが特

に重要である。ベースライン調査では、児童 400 人を対象に、避難場所の認知、防災・災害に対する関

心、家具の固定、家庭での防災に関する会話の有無などを尋ねている。エンドライン調査の実施により

授業が生徒にもたらす効果を定量的に示すことができれば、インパクトとして確認できるだけでなく、

それが教員に対するインセンティブともなることが期待できる。 

4-5 自立発展性 

プロジェクトの自立発展性の見込みは、現時点ではまだ評価する段階には至っていない。 

・ 防災教育の実施のための組織作りについては、まず組織改編後の国民教育省において、プロジェクトに

関連する部局からのカウンターパート及び WG メンバーを再確認又は再任命するとともに、新たな総局

の業務・職務内容に照らしてプロジェクトにおける総局ごとの役割を整理する必要がある。そのうえで、

主に JCC の開催を通じて各総局との協力関係を再構成し、その中で今後プロジェクト活動を維持してい

く体制を協議し決定していくことが重要、と教員育成総局は考えている。 

・ マスター教員は各県で選定されたが、学校レベルでは既にリスト化された名簿を渡され、本人の希望に

関係なく研修に参加している者もいるようである。教員育成総局は、マスター教員に対する資格付与も

含めてマスター教員が興味を維持し活動を継続していく仕組みを考えることは、上述の国民教育省内の

総局間の関係構築と併せて、プロジェクトの持続性を担保する２つのキーポイントであると考えている。 

・ 2012 年 10 月の高官本邦研修に対する教員育成総局の期待は大きい。教員育成総局は、トルコ防災教育

の実施体制のイメージを持っての高官の帰国後に、JCC を開催して防災教育実施のための組織作りを検

討していくことを計画している。 

4-6 プロジェクトの効果発現を促進・阻害した主な要因 

(1) 促進要因 

・ 教育制度改革と国民教育省の組織改編に伴い、プロジェクト・ダイレクターを始めとするカウンターパ

ートが異動する中で、プロジェト当初から一貫して関わっているプロジェクト・コーディネーターの継

続的な努力は、プロジェクト推進の大きな要因となっている。また、組織改編後、部署間の調整不足に

より国民教育省はまだ効果的に職員を配置できていない中で、幾つかのプロジェクト活動については、
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ワーキング・グループで大学教員が中心となって進められている。 

(2) 阻害要因 

・ 2010 年 10 月の R/D 署名時の実施責任部署であった教員研修局が、2012 年 1 月の国民教育省の組織改編

により、教員育成総局に改組された。また、初等教育局と就学前教育局が統合されて基礎教育総局に、

総務財務局とソーシャルサービス局が統合されてサービス支援総局になるなど、プロジェクト関連部署

も改組された。これに伴い、教員研修局から任命されていたプロジェクト・ディレクター、プロジェク

ト・マネジャーが 2012 年 4 月までに交替となり、その他に多くの WG メンバーが異動した。国民教育

省の組織改編は、2012 年 9 月の新学期から実施される、「4+4+4」と呼ばれる新しい教育制度の実施に対

応したものと言われている。こうした国民教育省の組織改編と、それに伴うカウンターパートの異動が、

プロジェクトの進捗に影響を与えている。 

5. 評価結果の要約 

5-1 結論 

プロジェクトは、トルコの防災に関する国家政策・行動計画への協力であり、実施担当機関である国民教

育省教員育成総局のニーズとも合致していることから、その妥当性は高い。プロジェクトは、3 つの成果を出

すことでプロジェクト目標を達成するよう適切に構成されており、事業効果を図るためのエンドライン調査

も計画されていることから、その有効性は高い。プロジェクト実施に対する教員育成総局の予算支出やカウ

ンターパートの努力は大きいものの、プロジェクト実施期間中に教育制度改革と組織改編が行われたためプ

ロジェクトも影響を受けており、効率性としては中程度と判断される。プロジェクトのインパクト、持続可

能性については、現時点ではまだ評価する段階には至っていない。プロジェクトの終了後を見据えた防災教

育の効果的な普及のための手法の検討が既に積極的に進められているものの、現時点ではまたインパクトと

して発現しているわけではない。また、防災教育の定着・継続に向けた体制作りは、組織改編にも対応する

今後の検討課題であり、プロジェクト後半の重点的な活動となることが予想される。 

 

5-2 提言 

PDM Ver2 では、プロジェクト目標は「パイロット校の教員の防災教育能力の強化」に設定されているが、

プロジェクト目標の達成に留まらず、その効果が定着し、上位目標の達成に向けて持続・発展していくとこ

ろまでを見据えた活動が求められる。 

1) プロジェクト目標の達成に向けた提言 

1-1. 活動成果を踏まえた 2013 年 11 月までの残りの期間の PO を、PDM に従って作成し、関係者と共有す

る。また、プロジェクト残り期間の活動を、同 PO に基づき着実に実施すること。 

1-2. 基礎教育総局、中等教育総局、教育委員会は、R/D に従って、プロジェクトへの WG メンバーを選任す

ること。 

1-3. マスター教員研修および教材作成に関しては、内容の整合性や活動の相乗効果に留意し、「コミュニテ

ィ防災プロジェクト」など他のプロジェクトとの連携を進める。 

1-4. プロジェクトの内容や成果・進捗の判りやすい報告書を作成してカウンターパート・WG 間のコミュニ

ケーションの向上を図る。また、渉外向けには PR にも利用できるプロジェクト紹介資料を作成する。 

1-5. 活動 1-9 にエンドライン調査の実施を追記する。 

1-6. エンドライン調査については、ベースライン調査の結果も踏まえ、PDM Ver2 にある各指標の達成度と

の関連を検討することが必要である。 
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2) プロジェクト効果・成果品の定着に向けた提言 

2-1. 以下の事項について責任部署を明確にすることが望まれる（この他にも、必要に応じ事項を追加）。 

成果 事項 想定担当部署 

成果 1 1) マスター教員の定義、役割・責任についての文書化 

2) マスター教員の任命・辞任・引継ぎ等に関する決まりの作

成 

3) マスター教員の制度的な裏付け（資格制など）に向けた現

行制度の調査・改変 

4) 現在のパイロット校、マスター教員のリストの見直し・ア

ップデート 

5) パイロット校となる中等教育学校の選定 

6) 防災教育の県内における普及手法の計画作成 

7) 防災教育の普及計画に関する県教育事務所との窓口部署 

8) マスター教員に対する継続的なリフレッシュ研修の実施 

9) 成果品の情報共有・情報提供、広報 

教員育成総局 

教員育成総局 

 

教員育成総局 

 

教員育成総局・県教育事務所 

 

教員育成総局・中等教育総局 

県教育事務所 

教員育成総局 

教員育成総局 

教員育成総局 

成果 2 1) 防災教育に関するハンドブックの国民教育省として承認 

2) ハンドブックの教材としての認可のための、教育委員会へ

の申請 

3) プロジェクト終了後の、ハンドブックの管理、印刷・配布 

4) プロジェクト終了後の、ハンドブックの改訂作業 

教育委員会 

基礎教育総局・教員養成総局 

 

基礎教育総局・教員養成総局 

基礎教育総局 

成果 3 1) 学校が防災緊急管理計画を作成・実施できる（又はすべき）

法的・制度的な根拠の整備 

2) 学校防災緊急管理計画に関する県教育事務所との窓口部

署 

3) 学校が作成する防災緊急管理計画の作成指示・評価 

4) ガイドブックの管理、印刷・配布 

5) プロジェクト終了後の、ガイドブックの改訂 

サービス支援総局 

 

サービス支援総局 

 

サービス支援総局 

サービス支援総局 

サービス支援総局 

 

3) プロジェクトの 持続・発展に向けた提言 

3-1. 国民教育省の教育政策における防災教育の位置づけについての共通理解を進めること。 

3-2. 上述 2)の責任部署を含めて、JCC 等の場において防災教育の実施体制を関係各総局と検討すること。 

3-3. 中間調査・エンドライン調査については、ベースライン調査の結果も踏まえ、プロジェクトのインパク

トとしての生徒・父母の防災知識の向上が図れるような質問項目となるよう検討すること。 

3-4. プロジェクトのスーパーゴールについては、防災教育の全国展開を目指すこと。 

 

4) その他に関する提言 

4-1. このプロジェクトで行う防災教育では対応できない部分もあるということを意識して活動を進めるこ

とによって、このプロジェクトのコンセプトである「命を守る防災教育」の実現がより確実になる。 

4-2. 終了時評価については、プロジェクトに対する更に包括的なフィードバックを提供するため、十分な準
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備期間をもって実施に当たること。 

4-3. プロジェクト実施を通して得られた知見やノウハウが失われないよう、国民教育省は持続可能性を担保

するための必要な措置を取ること。 

5-3 教訓 

(1) 教育関係者と防災関係者の視点の違いを考慮して、両者が補完しあうことが重要である。 

(2) 他の教育関連プロジェクトと共通の課題および異なる課題を整理し、活用すること。 

 
以上 
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中間レビュー評価調査結果要約表（英文） 

1 Outline of the Project 

Country: Republic of Turkey Project Title：School-based Disaster Education Project 

Thematic Area：Disaster Management Cooperation Scheme：Technical Cooperation Project 

Division in Charge：Disaster Management Division II, 

Water Resources and Disaster Management Group, 

Global Environment Department 

Total Cost：150 million JPY 

Counterpart Agency：Ministry of National Education 

(MoNE) - General Directorate of Teacher Training and 

Development (GDTTD), GD of Basic Education, GD of 

Secondary Education, GD of Support Services, Board of 

Education, and Provincial Offices - Office of Prime 

Minister Disaster and Emergency Management 

Presidency (AFAD), and Universities   

Project Period：(R/D) Oct 2010 ～ Nov 2013 

Supporting Organization in Japan：Hyogo Prefecture, 

National Institute for Educational Policy Research 

(NIER), Disaster Reduction Learning Center 

(DRLC), Tokyo Metropolitan Government, MEXT     

1.1 Background of the Project 

The Republic of Turkey (hereinafter referred to as “Turkey”) consists of the Anatolia peninsula from the Asian side 

and the land from European side, separated by the Bosporus Strait.  The Anatolia peninsula, the majority area of 

Turkey, is situated along the boundary of the Eurasia Plate in the northern part and African Plate and Arabia Plate in the 

southern part.  As such, Turkey is one of the most earthquake-prone countries.  The Turkey Northwestern Earthquake 

in 1999, a general name of the two seismic events of the Marmara Earthquake and the Duzce Earthquake, caused over 

two millions casualties.  

With such a geological condition, Turkey regards Disaster Risk Management (DRM) as an urgent issue.  Turkey, 

in cooperation with donors and international organizations, has so far made remarkable efforts to build up a resilient 

nation focusing on structural measures.  JICA has carried out technical cooperation projects to contribute to seismic 

observation and seismic engineering, and a development study in Istanbul since 1993 to prepare a disaster management 

plan.  In addition, JICA agreed with the government of Turkey about a Yen-Loan project for seismic Reinforcement 

Project for Large Scale Bridge in Istanbul in 2002. 

On the other hand, the government of Turkey recently has paid attention to the balance of structural measures and 

non-structural ones such as the promotion of disaster education at schools.  Some donors and NGO/NPO have 

developed disaster education materials, but the government of Turkey realizes that these outputs are not extended 

nationwide.  AFAD has formulated the NESAP (National Earthquake Strategy and Action Plan), which includes the 

promotion of disaster education as the responsibility of MoNE. 

Under such a situation, MoNE requested the government of Japan to implement a project in order to formulate 

curricula for teacher trainings, structure a sustainable implementation arrangement of teacher trainings and prepare 

school disaster management plan toward effective disaster education at schools.  Based on the request from the 

government of Turkey, JICA dispatched a series of detailed planning survey mission, resulting in the Minutes of 

Meetings (M/M) signed on 14 May 2010 on the framework of the Project.  The Project officially commenced in 

December, 2010 after the signing of a Record of Discussion (R/D) on 8 October 2010.  Now JICA dispatches a 

Mid-term Review Mission in September, 2012 after 20 months have passed. 
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1.2 Project Overview 

1) Super Goal 

To expand the effect of disaster education to school administrators, teachers, students and their parents for 

fostering disaster knowledge, awareness and management through school education of the project area. 

2) Overall Goal 

To enhance disaster education capacity for fostering awareness of school administrators and teachers in basic 

schools and of school administrators in secondary schools in the pilot area. 

3) Project Purpose 

To improve school-based disaster education to enhance knowledge and to strengthen school disaster management 

capacity of school administrators and teachers in the target schools in the project area. 

4) Outputs 

1. To enhance capacity of master teachers/administrators to be able to inform the knowledge to their colleagues 

regarding disaster education 

2. To improve supportive educational materials for teachers related with disaster education for basic  

Education 

3. To establish disaster management system of pilot basic and selected pilot secondary schools which are suitable to 

their environment  

5) Inputs 

(Japanese Side)  

Experts: 7 experts (26 times, total 494 days) in Jan 2011 through Sep 2012, 1 project coordinator, and 9 short-term 

experts from Hyogo Prefecture and NIER 

  Counterpart Training in Japan: 7 officers of MoNE and 3 professors (Mar 2011)  

Provision of Equipment: None 

Local Cost: Local consultants, honorarium, travel expenses, translation, local staff and miscellaneous 

(Turkish Side) 

Counterpart: Project Director, Project Manager, Project Coordinator from GDTTD, and working group member from 

MoNE, AFAD and universities.   

Local Cost: Master Teacher training, travel expenses, office supplies and other miscellaneous  

6) Project Area 

The project area includes 8 provinces in Marmara region (Balikesir, Bursa, Canakkale, Istanbul、Kocaeli, 

Sakarya, Tekirdag, Yalova) and 2 provinces in Black Sea region (Duzce, Bolu). 

2 Review Team 

Member of the 

Review Team 

1. Hiroyuki TAKADA (Leader) Deputy representative, JICA Turkey Office 

2. Taichi MINAMITANI (Cooperation Planning) Disaster Management Division II, Global 

Environment Department, JICA 

3. Hiroyuki OKUDA (Evaluation Analysis) Tekizaitekisho, LLC 

4. Aysin ABE (Interpreter) Japan International Cooperation Center 

5. Ms. Fatma BARKÇIN, PhD (Leader) GD of Social Sectors and Coordination, Ministry of 

Development 
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6. Mr. Hasan COBAN (Evaluation) GD of Social Sectors and Coordination, Ministry of 

Development 

7. Mr. Ahmet SABANCI (Evaluation) GDTTD, MoNE 

8. Mr. Mehmet ÜLGER (Evaluation) Board of Education, MoNE 

9. Ms.Ozge ARICI (Evaluation) GD of Basic Education, MoNE 

Review Period 9 Sep 2012～29 Sep 2012 Type of Evaluation：Mid-term Review 

3 Project Performance 

3.1 Achievements of Outputs 

(Output 1) 

・ The project has selected 240 master teachers in total, 3 teachers from 80 pilot basic schools, from the 10 project 

area. In addition, 20 staff members – 1 school inspector and 1 civil defense expert from MoNE’s provincial office 

from 10 pilot provinces - have been chosen.    

・ The project has implemented training course for the 260 master teachers and staff members three times (October, 

2011, January 2012 and September 2012). 

・ At the 3rd Master Teacher Training, the Project organized a disaster education contest, for which 45 schools, out of 

80 pilot schools, entered.  As a conclusion of the contest, top 15 schools were awarded based on the 4 criteria, 

school disaster management plan, teaching material, poster and dissemination plan. 

・ A baseline survey was carried out targeting 160 school principals, 400 teachers, 400 students and 400 parents from 

80 pilot schools and 80 control schools (control schools are not the project’s counterparts, selected for comparing 

the effect of the Project with the pilot schools).  The survey was concluded as a report in November 2011.  

(Output 2) 

・ Comparison of disaster education between Japan and Turkey, concept of disaster education in Turkey and the draft 

acquisition of each grade and unit for disaster education in social studies, life skills, science and physical education 

were prepared and compiled in reports, which were submitted from GDTTD to the Board of Education.  

・ In February 2012, Japanese experts visited 11 pilot schools in 10 pilot provinces and held demonstration classes 

for students.  Turkish Master Teachers also conducted model classes for disaster education.  

・ The draft of Handbooks part 1 (basic knowledge), part 2 (disaster education) and part 4 (evaluation) are under 

preparation.  

(Output 3)  

・ Based on the review of civil defense plan in Turkey and School disaster management plan in Japan, a draft 

guidebook of school disaster management and emergency plan (Handbook Part 3) is being developed.  At the 3rd 

master teacher training in Sep 2012, the second draft of the guidebook was distributed to 80 pilot schools and 10 

pilot provinces.    

・ The disaster education contest (the 3rd master teacher training) indicted that 34 schools out of the participating 45 

schools, prepared their school disaster management and emergency plans. 

・ As for the secondary school, the Project hasn’t selected pilot schools as yet and no training course has been carried 

out for secondary schools' administrators. 

3.2 Progress towards the Project Purpose 

・ Regarding the progress towards achieving the indicators, Output 1 requires mid-term and endline surveys in order 
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to obtain necessary date and information to compare with the results of baseline survey.  As to Output 2, the 

indicators are being achieved.  As to Output 3, indicators relating to basic schools are being achieved whereas it 

is still uncertain whether the indicator for secondary schools can be achieved as pilot secondary schools have not 

been selected as yet.  

・ The progress towards achieving the Project Purpose need to refer to the result of intermediate and endline survey, 

but it is fair to say that the project is making a steady progress to achieve the set indicators for the Project Purpose.  

Those indicators include the one relating to teachers other than the master teachers.  The baseline survey surveyed 

total five teachers including three master teachers, and therefore will be able to provide some references on whether 

master teachers transfer knowledge to other colleagues.  

3.3 Prospect to achieve the Overall Goal 

・ At present, the effects of the Project are observed only in the pilot schools and it is still premature to evaluate the 

prospect of achieving the Overall Goal.  Towards the Overall Goal, however, the Project has already started 

discussing effective ways to extend disaster education within each pilot province.  

4  Review Based on the 5 Criteria 

4.1 Relevance 

The relevance of the Project is high. 

・ National Earthquake Strategy and Action Plan (NESAP), prepared by AFAD in August 2011, states the following 

actions are to be undertaken by MoNE : Action C.1.2.4 ‘A number of topical units on disaster and emergency 

management shall be incorporated into primary and secondary education programs.’; and Action C.1.2.5 ‘Teachers 

shall be educated in disaster and emergency topics on continuous basis.’ 

・ The GDTTD regards disaster eduation as important and places a high expectation on the master teachers at schools 

as well as on the Project.  The importance of establishing an institutional arrangement to promote the disaster 

education is also recognized as important by GDTTD.  

・ Based on the study of the effective countermeasures against earthquake and tsunami disasters, JICA is now 

promoting the ‘Three Principle Approach’ - (1) Kaizen, (2) Risk Literacy, and (3) Redundancy - on the foundation 

of an integrated risk reduction strategy.  Disaster management is one of priority areas of Japan’s cooperation 

towards Turkey.   

4.2 Effectiveness 

The effectiveness of the Project is high.  

・ The Project consists of three components: training of school administrators and school teachers (Output1); 

preparation of educational materials (Output 2); and preparation of school disaster management and emergency 

plan (Output 3).  The Project is properly designed to achieve its purpose by producing these three outputs.  The 

Project also conducted the baseline survey in October through November 2011, and plans to carry out interim and 

endline survey to evaluate the effects of project implementation quantitatively.  

・ As far as the pilot basic school is concerned, as summarized in the above sections, the project is making a steady 

progress and the Project has a good potential to achieve its objectives by the end of November 2013.  

・ Of Output 1, MoNE and its provincial offices identified the pilot schools and master teachers in June 2011.  The 

definition, role and responsibility of master teachers, however, have not been documented yet, and the 

rules/regulations on assignment, resignation, and handover of master teachers have not been developed yet, either.  
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・ Of Output 2, WG developed the concept (objectives and basic policy) of disaster education in Turkey, and draft 

acquisitions for each grade and unit of Social Studies, Life Skills and Science.  Then the GDTTD officially 

submitted the concept as a report to the Board of Education.  Through a due procedure among the Board of 

Education, the Revision Committee, and the Minister of National Education, the concept is expected to be 

incorporated into the new curriculum and school textbooks. 

・ Regarding the handbook on school disaster management and emergency plan in Output 3, it is desirable that the 

draft handbook incorporate comments and feedback of users, Master teachers, during its development.  Upon its 

completion, the handbook is expected to be approved by the GDTTD, then to be managed for its duplication and 

distribution by the GD of Support Services.  It is more important that schools actually prepare and implement the 

school disaster management and emergency plan based on the handbook.  For that, consideration to prepare the 

legal and institutional foundation for the school disaster management and emergency plan in the existing order has 

just started recently.   

・ The indicators of PDM Ver2, which were approved at the 3rd JCC, 20 January 2012, are properly prepared.  

Interim survey and endline survey planned by the Project can help measure the level of attainment of indicators, in 

particular, such as indicator 1-1 (Increase of the knowledge level of disaster education).  

4.3 Efficiency 

The efficiency of the Project is medium. 

・ The PDM Ver2 was prepared through an adequate discussion among the counterpart and Japanese experts.  Other 

counterpart and WG member also fully recognize the three outputs of the Project, even though they don’t necessary 

pay attention to the PDM.  

・ Inputs to the Project from the Japanese side are rather limited due to such facts that the capacity of MoNE is 

already high to provide teacher training, and that there are similar projects ongoing by UN and other donor 

agencies on disaster education.  As for the inputs of Japanese experts, Turkish counterpart and mater teachers 

express high appreciation.  

・ The Project has conducted three JCC so far.  As to the communication and coordination among project 

participants, the one between the GDTTD and Japanese experts are stable and certain, whereas those among 

Turkish organizations are indicated not sufficient.  GDTTD is making efforts such as holding JCC and WG 

meetings, writing letters, distributing CD-ROM with relevant materials, and telephone communication.  These 

efforts, however, have not gone through enough.   

4.4 Impact 

It is still premature to evaluate the impact at present. 

・ The effects of the Project have only been observed in the pilot schools, hence it is still premature to evaluate the 

prospect of achieving the Overall Goal at present.  Activities towards the Overall Goal, however, have already 

been actively promoted by the Project to extend disaster education from pilot school to other schools in the pilot 

provinces.  

・ At the school contest in September 2012, disaster education extension plan is included as one of criteria for the 

award, and contestant schools made presentations on their extension plan.  Besides, WG proposed an idea of 

extension method where Master Teachers form a teachers’ circle in each province, thus becoming the center of 

promoting disaster education in each province.  The extension method in province through, for example, the 
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formation of teachers’ circle and the provision of teachers’ training, is considered to be a theme of the next teachers 

contest in 2013.  

・ As an impact, it is important for students in master teachers’ class to enhance the knowledge of disaster.  Baseline 

survey on 400 students in 80 pilot schools and 80 control schools about the knowledge of shelter, interest in 

disaster management, fixation of the furniture, and conversation at home on disaster management was conducted 

in October 2011.  Through the endline survey in 2013, the impact on students is expected be measured 

quantitatively, and such impact is also expected to become an incentive for master teachers.  

4.5 Sustainability 

It is still premature to evaluate the prospect of sustainability at present. 

・ After the restructuring of MoNE, it is necessary for relevant directorates to confirm or reassign counterpart and 

WG members for the Project.  And also, it is important to examine the role and responsibility of each directorate 

in the Project in accordance with the new structure of MoNE.  GDTTD thinks it is essential to discuss these 

matters at the JCC, establishing the relationship among directorates and a proper arrangement for sustaining 

project activities.   

・ It is indicated that some participants are not interested in or enthusiastic about disaster edcuation.  GDTTD thinks 

that the development of the way for master teachers to sustain their interests as well as activities, including the 

provision of certificates, is another essential point to ensure sustainability of the Project, in addition to the 

establishment of the relationship among directorates of MoNE. 

・ GDTTD expressed a high expectation on the high level officials’ visit to Japan planned in October 2012.  

GDTTD plans to discuss the arrangement among directorates at JCC after they return from Japan with an image of 

system to promote the disaster education.  

4.6  Factors that have promoted or hindered the implementation of Project 

(3) Promoting factors 

・ Continued efforts of the Project Coordinator who has been involved from the beginning of the Project is a big 

promoting factor for the Project to advance towards its goal while many counterpart and working group member 

transferred in accordance with the restructuring of MoNE in 2012.  Also, some activities of the Project have been 

mainly undertaken by academicians and experts as MoNE has not effectively made use of its staff as yet after the 

restructuring.     

(4) Hindering factors 

・ The In-service Training Department, the responsible department of the Project at the signing of R/D in October 

2010, through the restructuring of MoNE, was reorganized into the GDTTD.  Also, the Primary Education 

Department and Pre-school Education Department were merged into the GD of Basic Education, Budget and 

General Affairs Department and Social Services Department into the GD of Support Services.  Accordingly, the 

Project Director and Project Manager assigned by the In-service Training Department were transferred along with 

other counterparts.  The restructuring of MoNE corresponds to the reforming of national eruptional system, called 

“4+4+4”, which went into effect in September 2012.  The restructuring of MoNE in 2012 and the transfer of 

counterparts have significantly affected the project implementation. 
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5  Results of the Mid-term Review 

5.1  Conclusion 

The relevance is high as the Project contributes to the realization of NESAP and corresponds to the needs of the 

General Directorate of Teacher Training and Development, MoNE.  The effectiveness is also high as the Project is 

properly structured with three Outputs towards achieving the Project Purpose, incorporating the baseline and endline 

survey to measure the level of effects brought by the Project quantitatively.  The efficiency to date is the medium 

because the educational reform and MoNE’s restructuring in 2012 have been affecting the Project implementation with, 

among others, transfer of counterpart and working group member.  Impact and sustainability of the Project are still 

premature for evaluation.  Effective extension methods for disaster education have been actively discussed in the 

Project, but such extension from pilot schools to other schools has not taken place as yet.  It is important during the 

remaining period of the Project to discuss about institutional arrangements of relevant directorates of MoNE to ensure 

continuation and sustainability of Project activities and effects.   

 

5.2  Recommendations 

 Although the Project purpose in the PDM Ver2 is ”To enhance disaster education capacity for fostering awareness 

of school administrators and teachers in basic schools and of school administrator in secondary school in the project 

area”, it is required to take activities not only from the viewpoint of achieving the Project Purpose but also advancing 

towards the Overall Goal in order to fix, sustain and develop the Project outcomes. 

 

1) Recommendation to achieve the Project purpose 

1-1. To Make PO for the Project remaining period (until November 2013) based on the result of activities in 

accordance with PDM, and share it with all relevant people of the Project.  In addition, the Project activities in the 

remaining period shall be surely implemented based on the revised PO. 

1-2. Member of the Project Working Group should be assigned in accordance with R/D by the General Directorate of 

Basic Education, General Directorate of Secondary Education and Board of Education. 

1-3. To cooperate with other projects such as “Organization of Community Leaders Project for Disaster Mitigation” by 

Turkish Red Crescent for training of Master Teachers and making textbooks with consideration of consistency of 

contents and synergy of respective activities. 

1-4. To improve communication among Japanese experts, CPs and members of WG by means of understandable report 

to share the Project contents, achievements and progress.  In addition, the materials to introduce the Project shall 

be made for the purpose of public communication. 

1-5. To add the end-line survey as activity 1-9. 

1-6. It is necessary to consider the level of achievement in terms of the indicators in PDM Ver2 based on the result of 

the baseline survey when the end line survey is conducted. 

 

2) Recommendation to fix outputs of the Project 

2-1. Responsible general directorates should be defined for the following issues before the project conclusion. (To be 

added if necessary)  
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Output Issues Assumed responsible 

directorate 

Output 1 1) To authorize the definition, role and responsibility of the 

Master Teacher 

 

2) To regulate the rules of assignment, resignation and 

succession of the Master Teacher  

3) To review and modification of the present system to 

authorize the position (or qualification system) of the 

Master Teacher 

4) To review and update of the list of present pilot school and 

Master Teacher 

5) To select the pilot secondary schools 

6) To make extension plan of disaster education in province 

7) Coordination with Provincial MoNE on extension plan of 

disaster education 

8) Implementation of continuous training for the Master 

Teachers for updating 

9) Information sharing, public relation on the Project 

achievements 

General Directorate of Teacher 

Training and Development 

(GDTTD) 

GDTTD 

 

GDTTD 

 

 

GDTTD, Provincial MoNE 

 

GDTTD, Provincial MoNE 

Provincial MoNE 

GDTTD 

 

GDTTD 

 

GDTTD 

Output 2 1) MoNE’s approval of handbooks on disaster education. 

2) Application of the handbook to Board of Education for 

authorizing it as education materials  

3) Management, printing and distribution of the handbook 

after the project implementation 

4) Revision of the handbook after the project implementation 

Board of Education 

General Directorate of Basic 

Education(GDBE), GDTTD 

GDBE, GDTTD 

 

GDBE 

Output 3 1) Arrangement of legislative and institutional authorization 

for school to make and implement School Disaster and 

Emergency Management Plan. 

2) Coordination for Provincial MoNE on School Disaster and 

Emergency Management Plan.  

3) Instruction and evaluation of School Disaster and 

Emergency Management Plan. 

4) Management, printing and distribution of guidebook of 

School Disaster and Emergency Management Plan 

5) Revision of the guidebook after implementation of the 

Project 

General Directorate of Support 

Services (GDSS) 

 

GDSS 

 

GDSS 

 

GDSS 

 

GDSS 
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3) Recommendation for the Project sustainability and development 

3-1. To foster common understanding among relevant people of the Project on disaster education in line with the 

policy of MoNE. 

3-2. In the occasion such as JCC, to define the role of units related with disaster education in the general directorates 

mentioned above in 2), for the purpose of implementing the disaster education. 

3-3. To consider the contents of questions of intermediate and end line survey to measure the level of understanding on 

disaster of the students and their parents as impact of the Project based on the result of the baseline survey. 

3-4. To target the national level for extension of the disaster education in the super goal of the Project. 

  

4) Other recommendations 

4-1. It will be ensured that the realization of the Project concept, “Disaster education for saving life” through activities 

with high consciousness that Project of disaster education cannot cover all the issues of disaster. 

4-2. The terminal evaluation should be organized well in advance so that it can provide feedback to the Project in a 

more comprehensive way through a sound preparation.   

4-3. In order not to lose knowledge and know-how gained through this Project, the MoNE will take necessary 

measures to ensure sustainability. 

 

5.3 Lessons learned 

(1) It is important to supplement each other between the educational background peoples and disaster management 

background people with respect of different viewpoint. 

(2) To review and cooperate with the same kind and different kind of issues with other education projects. 
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第1章 中間レビュー調査の概要 

1-1 調査の経緯 

トルコ国は、アジア側から伸びるアナトリア半島とボスポラス海峡を隔てて対峙するヨーロッパ側

の国土からなる国である。トルコ国の大部分を占めるアナトリア半島は、北側のユーラシアプレート、

南側のアフリカプレート及びアラビアプレートの境界部に位置しており、地震活動が非常に活発な地

域である。 
特に 1999 年に発生したトルコ北西部地震（マルマラ地震とデュズジェ地震の 2 回の地震の総称）

は、約 2 万人の犠牲者を出すなど甚大な被害をもたらした。当時、我が国からも国際緊急援助隊の派
遣や緊急円借款供与、緊急物資・無償供与（仮設住宅の供与等）といった支援がなされた。 
このような地震頻発国であるトルコ国は、「第 9 次国家開発計画 2007-2013」においても、「地域開

発や都市計画における防災管理の確保」、「公共サービスとして防災管理を行う新しい組織の設置

（2009 年に、首相府防災危機管理庁として設置済）」を計画として定めており、防災対策に対して積

極的に取り組んでいる。 
これまで、ドナーなどの支援により構造物対策中心の事業を実施してきた。特に、JICA は、1993

年から 2000 年にかけて、地震観測や耐震工学に関する技術向上のための技術協力や、イスタンブー

ルの地震防災計画策定のための技術協力を実施してきた。さらに、2002 年には、ボスポラス海峡長

大橋にかかる耐震補強の円借款を供与している（2002 年 7 月に L/A 調印）。 
トルコ国政府は、前述のような構造物対策だけではなく、非構造物対策にも注力しており、特に、

防災教育の実施を重要視している。他のドナーや NGO/NPO などによって、防災教育教材の作成を中

心にした活動実績はあるものの、それら実績が各プロジェクト実施地域を超えて全国展開できないこ

とを、トルコ国政府は課題としている。また、首相府防災危機管理庁（AFAD）が「国家地震戦略お
よび行動計画（2012-2023）」を策定しており、分野横断的に 2023 年までに地震に対するリスク管理

として行うべき活動が取りまとめられている。学校に関するところでは、防災教育および学校などの

耐震性に係る各種行動が含まれている。 
このような状況の中、2008 年 9 月にトルコ国民教育省は、学校教育における質の高い防災教育の

実施に向けて、教員研修カリキュラムの策定、教員研修実施体制の構築および学校防災計画の策定を

目的に、本案件を我が国に要請した。これを受けて JICA は、2009 年 7 月、2010 年 2 月、2010 年 5
月の 3 回にわたり詳細計画策定調査を実施し、プロジェクトの内容について合意する M/M を 2010
年 5 月 14 日に署名した。2010 年 10 月 8 日の R/D 締結により開始された本プロジェクトは、終了期

間である 2013 年 11 月までの折り返し地点である 2012 年 9 月において、中間レビューが実施される
こととなった。 

1-2 調査の目的 

中間レビュー調査の目的は次の通りである。 

1) 「新 JICA 事業評価ガイドライン（2010 年 6 月）」に基づき、PDM に沿ってプロジェクトの進

捗を確認するとともに、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の

観点から、中間段階にあるプロジェクトのレビューを行う。 
2) プロジェクトの指標について、関係者間での共通認識を得る。 
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3) 今後のプロジェクト活動について、懸案事項及び提言等を取りまとめる。 
4) 本プロジェクト独自の評価視点に基づき、懸案事項及び提言等をとりまとめる。 
5) 中間レビューの結果をレビューレポートに取りまとめ、トルコ側関係者と協議を行い、合意形

成した上で、協議議事録の署名・交換を行う。 

1-3 調査団の構成 

中間レビューを実施する調査団の構成は、次のとおりである。 

（日本側） 

名前 役割 所属 

高田 浩幸 団長 JICA トルコ事務所 次長 

南谷 太一 協力計画 JICA 地球環境部水資源・防災グループ防災第 2 課 課員 

奥田 浩之 評価分析 合同会社適材適所 

阿部 アイシン 通訳 財団法人日本国際協力センター 

 
（トルコ側） 

名前 役割 所属 

Ms. Fatma BARKÇIN, PhD リーダー 開発省社会セクター・調整総局 

Mr. Hasan COBAN 評価 開発省社会セクター・調整総局 

Mr. Ahmet SABANCI 評価 国民教育省教員育成総局 

Mr. Mehmet ÜLGER 評価 国民教育省教育委員会 

Ms. Ozge ARICI 評価 国民教育省基礎教育総局 

 

1-4 調査団の派遣日程 

調査日程は添付資料の通り（添付資料 3）。2012 年の新学期は 9 月 17 日（月）から始まったが、
調査日程との関係から、中間レビュー中にパイロット校となっている基礎教育学校の訪問は出来なか

った。 

1-5 プロジェクトの概要 

2011 年 5 月 23 日に開催された JCC で承認された PDM Ver 2 に基づくプロジェクトの概要は、以下
のとおり。 

(スーパーゴール) 
学校管理者、教員、生徒、及び父母が、学校教育を通じて災害の知識、認識、及び管理能力を向上

させることにより、プロジェクト対象地域において防災に対する認識が広められる。 

(上位目標) 
基礎教育学校の学校管理者及び教員、中等教育学校の学校管理者が、防災に対する認識を向上する

ことにより、プロジェクト対象地域において防災教育能力が向上される。 

(プロジェクト目標) 
学校管理者と教員の知識向上と学校防災管理能力の強化により、プロジェクト対象地域の支援対象
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校における学校防災教育が改善される。 

(成果) 
1. マスター教員（学校管理者と教員）の、防災教育に関する知識を同僚に伝達する能力が向上す

る。 
2. 防災教育に関する教員用補助教材が改善される。 
3. 学校環境に適した学校防災管理システムが構築される。 

(プロジェクトエリア) 
プロジェクトの対象地域は、マルマラ地域の 8 県（Balikesir、Bursa、Canakkale、Istanbul、Kocaeli、

Sakarya、Tekirdag、Yalova）および、黒海地域 2 県（Duzce、Bolu）の、計 10 県である。 

1-6 中間レビューの方法 

中間レビュー調査は、OECD が発行した「開発援助の評価のための諸原則（1991）」を踏まえて準

備された「新 JICA プロジェクト評価ガイドライン第 1 版（2010 年 6 月）」に基づいて実施された。

プロジェクトに対するレビュー調査の基準としたのは、プロジェクト目標、成果、活動が記載された

当該プロジェクトの PDM である。 
まず、プロジェクトに関する報告書や関連資料を参照しながら、JICA ガイドラインに提示された

評価判断のための情報を整理するためのフレームワークとして、実績表と評価グリッドを用意した。

そして、実績表については日本側専門家に記入を依頼するとともに、評価グリッドについては情報収

集のためトルコ側カウンターパート向けの質問票を作成・配布した。現地調査中は、質問票に基づい

てトルコ側関係者にインタビューし、関連資料を収集した（添付資料 3、添付資料 4）。なお、今回の
中間レビューにおいては、JICA が進める災害リスクの管理に関する 3 つのアプローチの視点でプロ

ジェクトの活動を整理した（添付資料 11）。 
現地調査の結果を基に、中間レビュー合同調査報告書（日本語・トルコ語・英語）を作成し、C/P

および日本人専門家と意見交換し、JCC において評価結果を報告し、トルコ国国民教育省のプロジェ

クト・ダイレクター、日本人専門家チームの業務主任及び中間レビュー調査団長が M/M を署名・交

換する。 
5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続可能性）の内容は、次の通りである。 

妥当性 プロジェクト目標が、トルコ国の開発政策や課題ニーズ、日本の援助方針に対し

て、どの程度関連性があるかを評価した。 

有効性 プロジェクトが目的を達成するために効果的に組み立てられ、その結果として、

活動の進捗によるプロジェクト目標の達成の見込みを分析した。 

効率性 成果の確保に向けた投入の内容・量・質・タイミング等を整理して、これらが活

動を通していかに効率的に成果に転換されたかを評価した。 

インパクト プロジェクトの実施によって生じた、プロジェクトの枠組み外における正・負の

影響を調べた。 

持続可能性 達成される成果や便益がプロジェクト終了後も維持されるかどうかについて、制

度、技術、人材、財政の各観点から現時点での見通しを示した。 
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第2章 プロジェクトの実績と現状 

2-1 投入実績 

(日本側) 
1) 専門家の派遣 

2010 年 1 月から 2012 年 9 月までの間で、7 人のプロジェクト専門家が、合計 26 回、日数にし
て 494 日間トルコに派遣された。この他に、兵庫県および国立教育政策研究所（NIER）から計 9
人の短期専門家が、合計 66 日間派遣された（添付資料 5）。 

2) 供与機材 
中間レビュー時点では、供与された機材はない。 

3) カウンターパート本邦研修 
2011 年 3 月に、国民教育省から 7 人および大学から 3 人の、計 10 人のカウンターパートが本

邦研修に参加し、文部科学省、東京都、兵庫県、神戸市、国際防災研修センター（DRLC）など

を訪問した（添付 6）。 

4) プロジェクト活動費 
日本側は、現地コンサルタント傭上、謝金、旅費、翻訳料、現地スタッフ雇用、その他消耗品

購入費など、現地活動費の一部を負担している。 

(トルコ側) 
1) カウンターパート・WG メンバーの選任 

プロジェクト・ダイレクター、プロジェクト・マネジャー、コーディネーターは、国民教育省

教員育成総局から任命されている。2012 年 1 月の国民教育省の組織改編により、R/D 上のプロジ

ェクト実施部署である教員研修局が教員育成総局となった。これに伴い、プロジェクト・ダイレ

クター、プロジェクト・マネジャーが 2012 年 4 月までに交替した。大学教員の 9 名を含めて、中
間レビューの時点では 18 名がカウンターパート・WG メンバーとなっている（添付 7）。 

2) 現地活動費 
国民教育省は、マスター教員研修の開催費、参加者の旅費、事務用品、その他消耗品購入費な

ど、現地活動費の一部を負担している。 

2-2 活動実績と成果の達成状況 

1) 成果 1 
・ プロジェクト対象 10 県から、80 校のパイロット基礎教育学校と各校 3 名ずつ計 240 名のマス

ター教員、及び各県から 2 名（視学官、民間防衛専門家）ずつ計 20 名の県マスター教員が選
定された。 

・ マスター教員を研修するコアチームメンバー（国民教育省職員や大学教員など本プロジェクト

のカウンターパート・WG メンバー）10 人に対する本邦研修が 2011 年 3 月に実施された。 
・ 日本側コンサルタントおよび委託先現地コンサルタントの協働により、パイロット 80 校及び

コントロール 80 校（プロジェクト対象外。プロジェクト効果検証のために選定）の、校長 160
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名、教員 400 名、生徒 400 名、保護者 400 名を対象に、2011 年 9 月に MoNE のアンケート及
びウェブサイト上においてベースライン調査が実施され、その結果が 2011 年 11 月にレポート
に取りまとめられた。 

・ 260 名のマスター教員に対して、国民教育省によりこれまで 3 回のマスター教員研修が実施さ
れた（第 1 回：2011 年 10 月、第 2 回：2012 年 1 月、第 3 回：2012 年 9 月）。 

・ 第 3 回マスター教員研修では防災教育コンテストが行われ、参加したパイロット 80 校のうち
45 校がコンテストにエントリーし、4 項目（学校防災計画、授業案、ポスター、普及計画）に
基づく審査の結果、上位 15 校が表彰された。 

・ 防災教育に関するハンドブック第 4 部（防災教育の評価）は、作成に着手したところである。 
・ 今後予定されている主な活動：高官本邦研修（2012 年 10 月）、ベースライン・エンドライン

の中間にあたる評価調査（2012 年 11 月）、コア・マスター教員の本邦研修（2013 年 1 月）、第
4 回マスター教員研修・第 2 回防災教育コンテスト（2013 年 6 月）、パイロット県内の普及手
法の検討、ハンドブック第 4 部の作成、エンドライン調査の実施。 

 
2) 成果 2 
・ 日本とトルコの防災教育の比較（2011 年 9 月）、トルコの防災教育のコンセプト案（2011 年 9

月）、指導法及び社会・生活・理科における各学年・単元ごとの防災に関する習得目標案（2012
年 7 月）に関し、それぞれレポートがとりまとめられ、教育委員会に 2 回提出された。 

・ 2012 年 2 月に、日本人専門家が 3 チームに分かれて 10 県のパイロット 11 校を訪問し、マス
ター教員も参加して生徒に対するデモンストレーション授業を行った。また同じ学校で、マス

ター教員が生徒に対するモデル授業を行い、その後日本人専門家を交えて議論を行い、提言等

がレポートに取りまとめられた。 
・ 防災教育に関するハンドブックについては、第 1 部（基礎知識）は日本人専門家やマスター教

員研修での講義資料をもとに、現在第 1 次ドラフトを作成中である。また第 2 部（防災教育）
は防災教育コンテストの授業案を取り入れつつ、現在第 1 次ドラフトを作成中である。 

・ 今後予定されている主な活動：ハンドブック第 1 部の第１次ドラフトの完成（2012 年 11 月）、
ハンドブック第 2 部の第 1 次ドラフトの完成（2012 年 12 月）、第 2 回モデル授業（2013 年 7
月までに実施）。 

 
3) 成果 3 
・ トルコの民間防衛計画と日本の学校防災計画の比較レビューを踏まえ、防災教育に関するハン

ドブック第 3 部として、学校防災緊急管理計画ガイドブック第 1 次ドラフトが 2011 年 11 月に
作成された。2012 年 9 月の第 3 回マスター教員研修では、その後の改善を加えた第 2 次ドラ
フトがパイロット 80 校とパイロット 10 県に配布された。 

・ 3 回のマスター教員研修において学校防災緊急管理計画に関する研修が実施された。 
・ 45 校がエントリーした防災教育コンテスト（第 3 回マスター教員研修）の審査によると、45

校のうちの 34 校が学校防災緊急管理計画を作成した。 
・ 中等教育学校に関しては、まだパイロット校が選定されておらず、学校管理者のための研修も

実施されていない。 
・ 今後予定されている主な活動：ハンドブック第 3 部第 3 次ドラフトの完成、学校防災緊急管理
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計画に基づく防災活動・防災訓練の実施、パイロット校における活動モニタリング。 

2-3 プロジェクト目標の達成見込み 

・ プロジェクト目標は、プロジェクト対象 10 県の基礎教育学校パイロット 80 校における学校管理
者の学校防災管理能力および教員の防災教育に関する能力強化、対象 10 県の中等教育学校のパ

イロット校（未選定）における学校管理者の学校防災管理能力強化、及び対象 10 県の視学官・
民間防衛専門家の防災教育に関する能力強化である。 

・ 上述した成果ごとの活動実績を、PDM 指標の達成度としてみると、成果 1 については、指標に

関するデータ入手のために中間調査・エンドライン調査を実施して、ベースライン調査と比較す

る必要がある。成果 2 については、指標は達成されつつある。成果 3 については、基礎教育学校
については指標が達成されつつあるが、中等教育学校についてはパイロット校がまだ選定されて

おらず活動も始まっていないため、達成見込みは不確かである。 
・ プロジェクト目標の PDM 指標の達成に向けた進展についても、中間調査・エンドライン調査を

参照する必要はあるが、基礎教育学校に関しては指標の達成に向けて着実に進展していると言え

る。プロジェクト目標の指標の中には、マスター教員以外の教員に関する指標も含まれているが、

ベースライン調査は、80 のパイロット基礎教育学校の教員についてはマスター教員 3 人を含む
各校 5 名の教員を対象に実施しており、エンドライン調査においては、マスター教員が 3人以上

の同僚と知識を共有したかどうかを確認する必要がある。 

2-4 上位目標の達成見込み 

・ 上位目標は、プロジェクト対象 10 県の基礎教育学校の学校管理者・教員および中等教育学校の
学校管理者の防災教育に関する能力強化である。現時点では、プロジェクトの効果はパイロット

校のみで認められており、上位目標の達成見込みについてはまだ判断する段階には至っていない

が、県内における効果的な防災教育の普及手法については、既に検討が進められている。なお、

バルケスィル県、テキルダ県では、マスター教員（民間防衛専門家・視学官を含む）により、県

内の全校に本研修に基づいた普及活動が 2012 年の 2 月から 5 月までに実施された。 

2-5 実施体制と実施プロセス 

・ 組織改編により、教員育成総局に改組された。また、初等教育局と就学前教育局が統合されて基

礎教育総局に、総務財務局とソーシャルサービス局が統合されてサービス支援総局になるなど、

プロジェクト関連部署も改組された。これに伴い、教員研修局から任命されていたプロジェク

ト・ディレクター、プロジェクト・マネジャーが 2012 年 4 月までに交替となり、その他に多く

の WG メンバーが異動した。国民教育省の組織改編は、2012 年 9 月の新学期から実施される、
「4+4+4」と呼ばれる新しい教育制度の実施に対応したものと言われている。 

・ プロジェクトは、成果 1（マスター教員研修）、成果 2（教材作成）、成果 3（学校防災緊急管理

計画）ごとに WG1、WG2、WG3 を形成し、本プロジェクトのコア・トレーナーがそれぞれのワ

ーキング・グループに分かれて各成果の達成に向けた活動を行っている。 
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第3章 評価５項目によるレビュー 

3-1 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い。 

1) トルコの首相府防災危機管理庁（AFAD）は、2011 年 8 月に「トルコ国地震戦略及び行動計画」

を発表した。その中で、Action C 1.2.4 として基礎教育における防災に関するトピック的な単

元の導入、Action C 1.2.5 として教員への継続的な防災教育の実施が、国民教育省の責務として

掲げられている。 
2) 実施担当部局である教員育成総局は、防災教育を重要と考えており、現場で防災教育を進める

マスター教員とプロジェクトへの期待も高い。教育制度改革や国民教育省の組織改編に伴い、

新たなカリキュラム・教科書や国民教育省内各局の役割などが定まっていない中で、まずはプ

ロジェクトがしっかりした成果を出すことが重要であり、そうすれば防災教育の今後の普及も

進めていけると考えている。また、防災教育の実施のための組織作りの重要性が十分認識され

ている。 
3) JICA は今後の災害リスクの管理に向けて、包括的な災害リスク削減戦略を基に「KAIZEN（改

善）」「Risk Literacy（リスク・リテラシー）」「Redundancy（多重防衛・付加価値）」の 3 つのア
プローチを提案している。防災・災害対策は、日本のトルコに対する協力方針において重要課

題の１つと位置付けられており、同分野では本プロジェクトの他にも、地震観測能力強化プロ

ジェクト、イスタンブール長大橋耐震強化計画等が実施されている。 

3-2 有効性 

プロジェクトの有効性は高い。 

1) プロジェクトは、学校管理者・教員に対する研修（成果 1）、防災教育に関する補助教材の作成
（成果 2）、学校防災緊急管理計画の作成（成果 3）の 3 つを達成することで、パイロット校の
教員の防災教育能力の強化（プロジェクト目標）が図られる構成となっている。さらに、2011
年 10～11 月にはベースライン調査を実施しており、中間調査・エンドライン調査を実施する

ことで、プロジェクトの効果による能力強化を定量的に示せるよう提案されており、プロジェ

クトは効果的に組み立てられている。 
2) プロジェクトは、現時点では、基礎教育学校のパイロット 80 校を対象に活動を実施しており、

プロジェクト目標の達成のためには、今後、中等教育学校のパイロット校を選定し、その学校

管理者を対象に活動も実施していく必要がある。しかし、基礎教育学校のパイロット 80 校だ

けについてだけであれば、上述したように各成果レベルで着実にプロジェクトは進展しており、

2013 年 11 月のプロジェクト予定終了時までに、所与の目的が達成される可能性は十分あると

見込まれる。 
3) 成果 1 に関し、パイロット校とマスター教員は、国民教育省と県教育事務所が選定した。パイ

ロット校については 2011 年 6 月の選定後に一部変更され、マスター教員についても異動や転

勤に伴ってマスター教員研修への参加者も変わっており、240 人のうち既に何％が変わったの
か未だ集計がない。マスター教員の定義・役割や責任については文書化されておらず、マスタ
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ー教員の任命・辞任・引継ぎ等に関する決まりも明確となっていない。 
4) 2012 年 1 月のマスター教員研修終了の際の調査の結果、マスター教員の防災教育に対する意識

が向上していることが確認されている。 
5) 成果 2 に関し、トルコの防災教育のコンセプト案や、社会・生活・理科における各学年・単元

ごとの防災に関する習得目標案が WG により作成され、教員育成総局よりレポートとして教育

委員会に提出された。今後、教育委員会から改訂協議会への諮問・答申、国家教育大臣への説

明・認証などの手続きを経て、教育委員会によるカリキュラムの変更や教科書の作成に反映さ

れることが期待される。ただし、実際にカリキュラムの変更や教科書の改訂が行われるかどう

かについては、プロジェクトのスコープの外となる。 
6) 成果 3 に関し、学校防災緊急管理計画ガイドブックについては、ドラフト段階で、ユーザーで

あるマスター教員等からのコメントを反映させることが望まれる。完成の際は教員育成総局と

して承認し、その後はサービス支援総局が管理して印刷・配布を行う予定である。また、学校

が防災緊急管理計画を作成・実施していくことが重要であり、そのための法的・制度的な根拠

の整備については検討を始めたところである。将来のガイドブックの見直し・改訂の際は、今

回執筆した WG を構成する国民教育省・AFAD・大学教員が行うことが想定されている。 
7) プロジェクト開始時の PDM では、プロジェクト目標は「プロジェクト対象 10 県の初等教育学

校 4,240 校の防災教育強化」、上位目標は「全国の公立学校における防災管理体制の強化」に設

定されていた。2011 年 5 月の JCC において PDM Ver 2 への改訂が承認され、その結果、プロ
ジェクト目標は「プロジェクト対象県の対象校における、基礎教育教員と学校管理者、中等教

育学校管理者の防災教育能力の強化」、上位目標は「プロジェクト対象県における、基礎教育

教員と学校管理者、中等教育学校管理者の防災教育能力の強化」となった。3 年間のプロジェ
クト期間に、実効性のある能力強化とそれを実現する仕組みを定着させていくことを考えれば、

プロジェクト開始後半年を経て WG の協議に基づくプロジェクト目標・上位目標のスコープの

絞り込みは、妥当であったと判断できる。 
8) PDM Ver2 の指標については、第 3 回（2012 年 1 月 20 日）JCC で承認され、内容については適

切に設定されている。プロジェクトは 2011 年 11 月にベースライン調査結果を取りまとめてお
り、中間調査・エンドライン調査実施による追跡により、例えば指標 1-1（マスター教員の知
識レベルの向上）等の達成度も図ることが出来る。 

9) 第 3 回マスター教員研修に参加していたマスター教員 5 名に対して、改善、リスク・リテラシ

ー、リダンダンシーの３つのアプローチを念頭において、ベースライン調査の 6 項目（防災教
育情報、災害経験と防災知識、防災対応、防災訓練・備品、民間防衛計画、保護者・地域参加）

の現時点での状況をヒアリングした。その結果、例えば、副校長が作成した学校防災緊急管理

計画は毎年 10 月に見直すこと、その内容については校長、父母、マスター教員と意見交換し

ていること、避難訓練は民間防衛専門家などの関係者も参加して実施されることなど、幾つか

の留意点は既に反映されていることが確認できた。 

3-3 効率性 

プロジェクトの効率性は中程度である。 

1) PDM Ver2 は教員育成総局カウンターパートとの十分な討論を経て改訂されたものである。教

員育成総局以外のカウンターパートについては、PDM の存在・内容がよく認識されているわ
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けではないが、プロジェクトが目指す 3 つの成果は明確に理解されている。ただし、PO につ

いてはプロジェクトの進捗に応じて見直され、関係者で共有されるべきである。 
2) 本案件の実施については、トルコ側の教員研修能力が十分高いこと、国際機関や他ドナーが実

施した同分野案件の成果等を活用して実施の効率化を図る方針であること、といった理由から、

日本側の投入は比較的限定されたものとなっている。日本側専門家の派遣についてはトルコ側

カウンターパートやマスター教員からの高い評価の声が聴かれた。 
3) 2012 年の国民教育省の組織改編と、それに伴うカウンターパートの異動が、プロジェクトの進

捗に影響を与えている。組織改編後、部署間の調整不足により国民教育省はまだ効果的に職員

を配置できていないことから、プロジェクトの活動の中には大学教員が中心となって進められ

ている活動もある。現在、基礎教育総局、中等教育総局から WG メンバーは任命されていない。

また教員育成総局からは、プロジェクト・ダイレクター、プロジェクト・マネジャー、プロジ

ェクト・コーティネーターの 3 人だけが参加している中で、前 2 者が 2012 年 5 月までに交替

している。こうした中、プロジェト当初から一貫して関わっているプロジェクト・コーディネ

ーターの継続的な努力は、プロジェクト推進の大きな要因となっている。 
4) 教員育成総局は、同局内にプロジェクト事務所のためのスペースと設備・備品を提供している。

また、これまで 3 回のマスター教員研修の開催費を 260 人の交通費を含めて支出するなど、プ
ロジェクト活動費を多く負担している。しかしその支出額については、未だ確定できていない。 

5) 大学教員や協力機関のカウンターパートからは、プロジェクトへの関与を依頼されるにあたっ

て職務記述書や TOR が示されなかったため、自分がどういう貢献をプロジェクトにすること

を期待されているのか判らない、との声が聴かれた。また、プロジェクト・マネジャーやプロ

ジェクト・コーディネーターについても、明確な TOR は準備されていない。さらに、2012 年
の国民教育省の組織改編後のプロジェクトにおける各総局の役割についても、整理、文書化さ

れていない状況である。 
6) プロジェクトはこれまで、JCC を 3 回開催している（第 1 回：2011 年 2 月 2 日、第 2 回 2011

年 5 月 23 日、第 3 回 2012 年 1 月 20 日）。プロジェクト参加者間のコミュニケーションについ

ては、日本側専門家と教員育成総局との間の連絡調整は安定的に確実に行われている。トルコ

側関係者内での連絡調整については、JCC や WG 打合せの開催、教員育成総局によるレターの

発出、CD-ROM 資料の送付、電話連絡などの努力はされている。しかし、それらが関係者に届

いていないか、届いていても上述のように TOR が明確でないこともあり理解されない、ある

いは判りやすい資料となっていない等の問題が指摘された。 

3-4 インパクト 

プロジェクトのインパクトは、現時点ではまだ評価する段階には至っていない。 

1) 現時点では、プロジェクトの効果はパイロット校のみで認められていることから、上位目標の

達成見込みについてはまだ判断する段階には至っていない。しかしながら、パイロット校から

他校への防災教育の普及（上位目標）を視野に入れた活動が、既にプロジェクト期間中におい

て積極的に実施されている。 
2) プロジェクト活動の対象であるマスター教員として、基礎教育学校のパイロット 80 校からの

計 240 名の教員の他に、パイロット対象 10 県の（国民教育省）県教育事務所から、民間防衛
専門家 1 名、視学官 1 名の計 20 名も選定されている。民間防衛専門家は県内の学校防災緊急
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管理計画の普及・研修・モニタリングの役割を、また、視学官は県内の防災教育の実施・普及

を総括・管理・モニタリングする役割を担うことが期待されている。 
3) 2012 年 9 月に実施された防災教育コンテストでは、審査のための 4 項目に学校における普及活

動計画が含まれており、コンテスト参加校がそれぞれ発表した。一方、WG より、各県におい

てマスター教員サークル（活動グループ）を形成し、県のマスター教員が中心となって県内普

及を進めていく案が提案された。教員研修の実施、各県の実情に合わせた教員サークルによる

県内普及計画・活動成果については、次回のコンテストのテーマとすることを計画している。 
4) このように普及手法の検討が進む一方で、防災教育コンテストに参加したマスター教員の一人

からは、「マスター教員として防災に関するあらゆる知識を吸収したいとは思っている。しか

し防災教育の普及を進めるトレーナーになれとプロジェクトで言われても、全てのことを数回

の研修で覚えるわけでもなく、そうしたことが出来る段階に自分がたどり着いているのか、不

安に思う」との声が聴かれた。同様に、同コンテストの各審査員による総評では、学校防災緊

急管理計画についてはペーパーではなく実施できるものにすること、マスター教員が作成した

授業案の中には内容が正しくないものもある等の厳しいコメントが目立った。よって、まずは

マスター教員の知識の定着と能力強化を確実なものとすることが先決である。上位目標達成の

ための仕組み作りをプロジェクト活動として取り組むことは必須であるが、段階を踏んで普及

に活動の重点を移していくことが求められる。 
5) プロジェクトのインパクトとしては、マスター教員の授業を受けた児童の防災意識が向上する

ことが特に重要である。ベースライン調査では、パイロット 80 校・コントロール 80 校の児童

400 人を対象に、避難場所の認知、防災・災害に対する関心、家具の固定、家庭での防災に関

する会話の有無などを尋ねている。エンドライン調査の実施により授業が生徒にもたらす効果

を定量的に示すことができれば、インパクトとして確認できるだけでなく、それが教員に対す

るインセンティブともなることが期待できる。 
6) トルコ赤新月社は、2007 年より「コミュニティ防災プロジェクト」を実施している。トレーナ

ーとして教員、宗教リーダーを主な対象にして防災対応能力の向上を図る ToT 方式を採用し、

教育委員会の承認を得た生徒用副読本、教員のための教授法マニュアルも作成・配布している。

今回の第 3 回マスター教員研修に参加している教員の中にも、「コミュニティ防災プロジェク

ト」で研修を受けた教員が１人は居た、とのことである。このようにマスター教員の中でも、

既に防災に関する研修を受けた者もいれば、上述のようにまだトレーナーになるには知識が十

分でないと感じている者もいる。「コミュニティ防災プロジェクト」の成果もうまく取り入れ

つつ本プロジェクトでは具体的な結果を出すこと、マスター教員が自分の防災教育に関する知

識を自分で確認できる手段（例えば簡易テストなど）が必要、との意見が出された。 

3-5 自立発展性 

プロジェクトの自立発展性の見込みは、現時点ではまだ評価する段階には至っていない。 

1) 防災教育の実施のための組織作りについては、まず組織改編後の国民教育省において、教員育

成総局、基礎教育総局、中等教育総局、サービス支援総局、教育委員会などプロジェクトに関

連する部局からのカウンターパート及び WG メンバーを再確認又は再任命するとともに、新た

な総局の業務・職務内容に照らしてプロジェクトにおける総局ごとの役割を整理する必要があ

る。そのうえで、主に JCC の開催を通じて各総局との協力関係を再構成し、その中で今後プロ
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ジェクト活動を維持していく体制を協議し決定していくことが重要、と教員育成総局は考えて

いる。 
2) 防災教育コンテストに参加したマスター教員に対するヒアリングや、同コンテストの各審査員

による総評からは、研修参加者の中には防災教育に対する関心や熱意が見られない者も少なく

ない、との発言が聞かれた。マスター教員は各県で選定されたが、学校レベルでは既にリスト

化された名簿を渡され、本人の希望に関係なく研修に参加している者もいるようである。マス

ター教員のモチベーションを上げる手段として、ヒアリングでは、防災教育を学ぶ意思の高い

教員を選定する、マスター教員として自身で調査し発表する機会を持たせる、日本の教員と防

災教育に関する手紙交換を行う、生徒の防災意識の向上を調査等により具体的に提示する、等

の意見が出された。教員育成総局は、マスター教員に対する資格付与も含めてマスター教員が

興味を維持し活動を継続していく仕組みを考えることは、上述の国民教育省内の総局間の関係

構築と併せて、プロジェクトの持続性を担保する２つのキーポイントであると考えている。 
3) 10 月の高官本邦研修に対する教員育成総局の期待は大きい。教員育成総局は、トルコ防災教育

の実施体制のイメージを持っての高官の帰国後に、JCC を開催して防災教育実施のための組織

作りを検討していくことを計画している。 
4) 防災教育に関するハンドブックについては、完成後はサービス支援総局が印刷し、教員育成総

局が管理する。その改訂については、現時点では執筆した各 WG の大学教員が行うことが想定

されている。また、学校防災緊急管理計画を作成・実施していくことが重要であり、そのため

の法的・制度的な根拠の整備については検討を始めたところである。作成された学校防災緊急

管理計画の管理を行う部署としては、サービス支援総局が想定されている。 
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第4章 中間レビューの結果 

4-1 結論 

プロジェクトは、トルコの防災に関する国家政策・行動計画への協力であり、実施担当機関である

国民教育省教員育成総局のニーズとも合致していることから、その妥当性は高い。プロジェクトは、

3 つの成果を出すことでプロジェクト目標を達成するよう適切に構成されており、事業効果を図るた
めのエンドライン調査も計画されていることから、その有効性は高い。プロジェクト実施に対する教

員育成総局の予算支出やカウンターパートの努力は大きいものの、プロジェクト実施期間中に教育制

度改革と組織改編が行われたためプロジェクトも影響を受けており、効率性としては中程度と判断さ

れる。プロジェクトのインパクト、持続可能性については、現時点ではまだ評価する段階には至って

いない。プロジェクトの終了後を見据えた防災教育の効果的な普及のための手法の検討が既に積極的

に進められているものの、現時点ではまたインパクトとして発現しているわけではない。また、防災

教育の定着・継続に向けた体制作りは、組織改編にも対応する今後の検討課題であり、プロジェクト

後半の重点的な活動となることが予想される。 

4-2 提言 

PDM Ver2 では、プロジェクト目標は「パイロット校の教員の防災教育能力の強化」に設定されて
いるが、プロジェクト目標の達成に留まらず、その効果が定着し、上位目標の達成に向けて持続・発

展していくところまでを見据えた活動が求められる。 

1) プロジェクト目標の達成に向けた提言 
1-1. 活動成果を踏まえた 2013 年 11 月までの残りの期間の PO を、PDM に従って作成し、関係

者と共有する。また、プロジェクト残り期間の活動を、同 PO に基づき着実に実施すること。 
1-2. 基礎教育総局、中等教育総局、教育委員会は、R/D に従って、プロジェクトへの WG メン

バーを選任すること。 
1-3. マスター教員研修および教材作成に関しては、内容の整合性や活動の相乗効果に留意し、「コ

ミュニティ防災プロジェクト」など他のプロジェクトとの連携を進める。 
1-4. プロジェクトの内容や成果・進捗の判りやすい報告書を作成してカウンターパート・WG 間

のコミュニケーションの向上を図る。また、渉外向けには PR にも利用できるプロジェクト

紹介資料を作成する。 
1-5. 活動 1-9 にエンドライン調査の実施を追記する。 
1-6. エンドライン調査については、ベースライン調査の結果も踏まえ、PDM Ver2 にある各指標

の達成度との関連を検討することが必要である。 
 

2) プロジェクト効果・成果品の定着に向けた提言 
2-1. 以下の事項について責任部署を明確にすることが望まれる（この他にも、必要に応じ事項を

追加）。 
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成果 事項 想定担当部署 

成果 1 1) マスター教員の定義、役割・責任についての文書化 
2) マスター教員の任命・辞任・引続ぎ等に関する決ま

りの作成 
3) マスター教員の制度的な裏付け（資格制など）に向

けた現行制度の調査・改変 
4) 現在のパイロット校、マスター教員のリストの見直

し・アップデート 
5) パイロット校となる中等教育学校の選定 
6) 防災教育の県内における普及手法の計画作成 
7) 防災教育の普及計画に関する県教育事務所との窓口

部署 
8) マスター教員に対する継続的なリフレッシュ研修の

実施 
9) 成果品の情報共有・情報提供、広報 

教員育成総局 
教員育成総局 
 
教員育成総局 
 
教員育成総局・県教育事務所 
 
教員育成総局・中等教育総局 
県教育事務所 
教員育成総局 
 
教員育成総局 
 
教員育成総局 

成果 2 1) 防災教育に関するハンドブックの国民教育省として

承認 
2) ハンドブックの教材としての認可のための、教育委

員会への申請 
3) プロジェクト終了後の、ハンドブックの管理、印刷・

配布 
4) プロジェクト終了後の、ハンドブックの改訂作業 

教育委員会 
 
基礎教育総局・教員養成総局 
 
基礎教育総局・教員養成総局 
 
基礎教育総局 

成果 3 1) 学校が防災緊急管理計画を作成・実施できる（又は

すべき）法的・制度的な根拠の整備 
2) 学校防災緊急管理計画に関する県教育事務所との窓

口部署 
3) 学校が作成する防災緊急管理計画の作成指示・評価 
4) ガイドブックの管理、印刷・配布 
5) プロジェクト終了後の、ガイドブックの改訂 

サービス支援総局 
 
サービス支援総局 
 
サービス支援総局 
サービス支援総局 
サービス支援総局 

 
3) プロジェクトの 持続・発展に向けた提言 

3-1. 国民教育省の教育政策における防災教育の位置づけについての共通理解を進めること。 
3-2. 上述 2)の責任部署を含めて、JCC 等の場において防災教育の実施体制を関係各総局と検討

すること。 
3-3. 中間調査・エンドライン調査については、ベースライン調査の結果も踏まえ、プロジェクト

のインパクトとしての生徒・父母の防災知識の向上が図れるような質問項目となるよう検討

すること。 
3-4. プロジェクトのスーパーゴールについては、防災教育の全国展開を目指すこと。 
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4) その他に関する提言 
4-1. このプロジェクトで行う防災教育では対応できない部分もあるということを意識して活動

を進めることによって、このプロジェクトのコンセプトである「命を守る防災教育」の実現

がより確実になる。 
4-2.  終了時評価については、プロジェクトに対する更に包括的なフィードバックを提供するた

め、十分な準備期間をもって実施に当たること。 
4-3. プロジェクト実施を通して得られた知見やノウハウが失われないよう、国民教育省は持続可

能性を担保するための必要な措置を取ること。 

4-3 教訓 

（1） 教育関係者と防災関係者の視点の違いを考慮して、両者が補完しあうことが重要である。 
（2） 他の教育関連プロジェクトと共通の課題および異なる課題を整理し、活用すること。 
 
 
 

以上 
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Annex 1: PDM （Ver.2） 
 
プロジェクト名（実施期間）：トルコ防災教育プロジェクト（2010 年 12 月～2013 年 11 月） 
プロジェクト対象地域：マルマラ地域 8 県と、隣接する 2 つの県（ボルとドゥジュジェ） 
実施機関：国民教育省（MoNE）教員育成総局 
受益者層：プロジェクト対象地域の基礎教育学校と中等教育学校の教職員（学校管理者と一般教員） 
プロジェクト要約 指標 指標データ入手手段 外侮条件 
【スーパーゴール】 
学校管理者、教員、生徒、及び父母が、学校教育を通じて災害の

知識、認識、及び管理能力を向上させることにより、プロジェク

ト対象地域において防災に対する認識が広められる。 

- - - 

【上位目標】 
基礎教育学校の学校管理者及び教員、中等教育学校の学校管理者

が、防災に対する認識を向上することにより、プロジェクト対象

地域において防災教育が向上される。 

(教員) 
1. MoNE が、防災教育の教材を改善する。 
2. 防災教育の研修を受講したプロジェクト対

象地域の基礎教育学校の教員が、TOT を通

じ、教材を用いた体系的な防災教育の授業を

実施する能力を獲得する。 
(管理職) 
3. MoNE が、学校防災緊急管理計画ガイドライ

ンを改善する。 
4. 防災教育の研修を受けたプロジェクト対象

地域の基礎教育及び中等教育学校の学校管

理者は、学校防災緊急管理計画に関する認識

を向上させ、各校の学校防災緊急管理計画を

策定し、実施する。 

削除 教育政策が

変更されな

い。 

【プロジェクト目標】 
学校管理者と教員の知識向上と学校防災管理能力の強化により、
プロジェクト対象地域の支援対象校における学校防災教育が改
善される。 

 
1. 260 名のマスター教員（パイロット校学校管

理者 1、クラス担任教員 1、教科教員 1、及
びパイロット県教育事務所視学官 1、シビル
ディフェンス専門員 1）は、新しい学校防災
教育に基づきコア・トレーナーから研修を受
ける。 

2. モデル授業の教材が改善される。 
 
3. マスター教員研修を受講した 80％以上のマ

スター教員が、研修で習得した知識を、少な
くとも 3 名の同僚教員に指導する。 

4. パイロット校 80 校は、ハンドブックを参照
して各校の学校防災緊急管理計画を策定し、

 
1.1 マスター教員の数 
1.2 研修受講者に対する能力テ

スト（Pre-Post-Test）の結果 
1.3 学校防災管理活動（学校プ

ロジェクト）コンテスト（の
評価結果） 

2. モデル授業とデモ授業用の
教材 

3. 質問紙（参加型評価） 
 
 
4.1 パイロット校の学校防災緊

急管理計画 

マスター教
員が、マル
マラ地域の
学校で勤務
を続ける。 
 
災害管理政
策が変更さ
れない。 
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それに基づく活動を実施する。 
 
5. パイロット校の 60％以上が、学校防災管理

活動（学校プロジェクト）コンテストに参加
する。 

6. 本プロジェクトを通じ、プロジェクト対象地
域の中等教育学校（の管理者）が、防災管理
計画に関する知識を得る。 

 

4.2 パイロット校の活動報告書
とインタビュー結果 

5. コンテスト報告書 
6. 対象となる中等教育学校の

学校防災緊急管理計画 

【成果】 
1. マスター教員（学校管理者と教員）の、防災教育に関する知

識を同僚に伝達する能力が向上する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2. 防災教育に関する教員用補助教材が改善される。 
 
 
 
3. 学校環境に適した学校防災管理システムが構築される。 

 
1-1. マスター教員研修を受講したマスター教員

の、防災教育に関する知識レベルが顕著に
増加する。 

1-2. マスター教員研修を受講した 80％以上の
マスター教員は、受講で得た知識を学校で
活用する。 

1-3. 80％以上のマスター教員は、パイロット校
において同僚の教員を訓練する。 

 
 
 
 
2-1. 防災教育の習得目標が改善される。 
2-2. 防災教育に関するハンドブックと補助教材

が、MoNE により改善される。 
 
3-1. 学校防災ガイドライン（学校防災緊急管理

計画）が MoNE により策定される。 
3-2. ガイドラインに基づく学校防災緊急管理計

画が、80 のパイロット基礎教育学校で策定
される。 

3-3. 学校防災緊急管理計画が、作成方法と実施
方法について、プロジェクト対象地域にお
けるパイロット中等教育学校の学校管理者
に対して紹介される。 

 
1-1. マ ス タ ー 教 員 研 修 の

Pre-Post-Test の結果 
1-2 モデル授業に関する参加型

評価の質問紙、質問紙によ
る自己評価、コンテストで
のパイロット校のプレゼン
テーション評価結果 

1-3. パイロット校から MoNE へ
の報告書内容、パイロット
校から県教育事務所視学官
への報告書内容 

 
2-1. 改善された習得目標 
2-2 基礎教育学校を対象とし

た、防災教育に関するハン
ドブック 

3-1. 作成された、学校防災緊急
管理計画ガイドライン 

3-2. 作成された、パイロット校
80 校の学校防災緊急管理計
画 

3-3 作成された、パイロット中
等教育学校の学校防災緊急
管理計画 

 

活動 
投入 

前提条件 
(日本側) (トルコ側) 

 1-1. WG は、パイロット校を選定する。 
1-2. WG は、日本とトルコの防災教育に関する教員研修の方法について比較する。 
1-3. WG は、マスター教員に対する教員研修プログラムを準備する。 
1-4. WG は、マスター教員と県教育事務所の役割について検討する。 
1-5. WG は、マスター教員とパイロット校のモニタリング＆評価方法について検討する。 

1 専門家派遣 
＊短期専門家 
＊ローカルコンサルタン
ト 
 

1 人材 
＊ステアリングコミッ
ティ－、アドバイザリー
コミッティ、ワーキン
グ・グループ(WG） 

シビルディ
フェンス専
門家と、関
連する組織
のサーチ&
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1-6. WG は、トルコと日本の防災専門家の協力を得て、マスター教員研修を実施する。 
1-7. WG は、日本人専門家、研修講師、研修参加者と共に、マスター教員研修プログラ

ムの評価を行う。 
1-8. WG は、マスター教員とパイロット校の活動について、活動 1-5 の評価方法を用いた

モニタリング、評価を行う。 
1-9. WG は、プロジェクトで実施される全ての研修プログラム（デモ授業、モデル授業、

ワークショップを含む）について、総合的な評価を行う。 
1-10. WG は、トルコの将来的な防災教育関連の教員研修プログラムに関して、提案書を

作成する。 
 

 
 
 
2 機材提供 
＊日本における防災教育
機材の提供 
 
 
 
3 研修コース 
＊本邦研修（日本人と意見
交換するためのワークシ
ョップ、防災教育活動を知
るための学校訪問） 
2011 年 3 月 
2012 年 1 月 
2012 年 8 月 
2013 年 1 月 

＊カウンターパート職
員 
 
2 施設設備 
＊日本人専門家用の事
務所と、必要な機材 
＊研修と会議のための
施設 
 
3 ローカルコスト 
＊機材の供給と交換 
＊賃金、交通費、宿泊費、
会議と研修参加者への
日当 

レスキュー
の専門家チ
ームが、プ
ロジェクト
に支援、参
加する。 
 
プロジェク
ト期間中、
WG メンバ
ーが変わら
ない。 

 2-1. WG は、日本とトルコの防災教育の内容を比較する。 
2-2. WG は、トルコにおける防災教育のコンセプトを改善する。 
2-3. WG は、単元の内容を改善する。 
2-4. WG は、防災教育の教材を準備する。 
2-5. WG は、モデル授業のために、ハンドブックのパート 2（防災教育）のドラフト版を

準備する。 
2-6. デモンストレーション校 10 校は、防災教育のモデル授業を防災教育教材を用いて実

施する。 
2-7. モデル授業をレビューする。 
2-8. マスター教員は、デモンストレーション授業での指導の内容、指導方法、および教

材の活用方法について、議論する。 
2-9. WG は、ハンドブックパート 2（防災教育）の内容を改善する。 
2-10. マスター教員から選ばれたコアとなる教員とともに、プロジェクトの範囲内の教員

を対象とするセミナーで、モデル授業で行われた、防災教育の内容、指導方法、防
災に関する指導マニュアルを紹介する。 

 

用語： 
トレーナー：アカデミシャン、シビルディフェンス
専門家を含めた MoNE 職員、MoNE 以外の他機関の
専門家 
マスター教員：.240 名のパイロット校教員（各学校
から、管理者 1 名、担任教員 1 名、教科担当 1 名）
と、20 名の県教育事務所職員（各県から、視学官 1
名、シビルディフェンス専門家 1 名） 

 3-1. WG は、パイロット校のシビルディフェンス計画をレビューする。 
3-2. WG は、学校管理者を対象とした、学校防災緊急管理計画に関する研修プログラム

を準備する。 
3-3. WG は、ハンドブックパート 3（学校防災緊急管理計画）のドラフトを準備する。 
3-4. MoNE 教員育成総局は、80 校の基礎教育学校、及び、選出された中等教育学校の学

校管理者を対象に、研修を実施する。 
3-5. WG は、学校防災緊急管理計画を、AFAD の指導下で準備する。 
3-6. 学校管理者は、パイロット校の教員と共に、各学校独自の学校防災緊急管理計画を

作成する。 
3-7. パイロット校は、県教育事務所のマスター教員と共に、作成した学校独自の学校防

災緊急管理計画に基づき、防災活動を実施する。 
3-8. パイロット校は、県教育事務所のマスター教員と共に、学校防災緊急管理計画に示

された災害リスク低減のためのイベント（避難訓練、フェスティバル、授業等）へ
の保護者の参加を促進させる。 

3-9. WG と県教育事務所のマスター教員は、評価のための定期的なモニタリングを実施
する。 
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Annex 2：PO 
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Annex 3：調査団の派遣日程 
 

日時 
高田& 南谷 
(JICA) 

奥田 & 阿部 
(コンサルタント & 通訳) 

トルコ側評価チーム 

1 9月 9日 日 
 

12:05 成田 → 17:15 ミュンヘン 
19:45 ミュンヘン → 23:25 アンカ
ラ 

 

2 10 日 月 

10:00 JICA事務所打ち

合わせ 
14:00 合同調査団打ち

合わせ 

10:00 JICA 事務所打ち合わせ 
14:00 合同調査団打ち合わせ 
18:45 アンカラ → 20:05 イズミー
ル 

 
14:00 合同調査団打

ち合わせ 
 

3 11 日 火 
 

09:00 第 3 回マスター教員研修 
15:00 国民教育省カウンターパー

ト打ち合わせ 
(クシャダス教員研修センター) 

 

4 12 日 水 
 

09:00 第 3 回マスター教員研修 
15:00 マスター教員インタビュー 

 
 

5 13 日 木 
 

09:00 第 3 回マスター教員研修 
20 45 イズミール → 22:00 アンカ
ラ 

 
 

6 14 日 金 
 
11:00 JICA 事務所打ち

合わせ 

08:45 日本人専門家インタビュー 
11:00 JICA 事務所打ち合わせ  

 
 

7 15 日 土 
 

資料整理  

8 16 日 日 
 

資料整理  

9 17 日 月 
（高田） 
適宜参団 

10:30 開発省にて打ち合わせ 
14:00 AFAD インタビュー 
16:00 プロジェクトコーディネー

ターインタビュー 

10:30 開発省にて打

ち合わせ 
 
 

10 18 日 火 
 

09:00 日本人専門家インタビュー 
11:00 プロジェクトマネジャーイ

ンタビュー 
15:30 日本人専門家インタビュー 

 

11 19 日 水 
 

09:30 WG2 メンバーインタビュー  

12 20 日 木 
 

11:00 基礎教育総局長表敬  

13 21 日 金 
 

11:00 WG3 メンバーインタビュー  

14 22 日 土 
 

合同評価レポート作成  

15 23 日 日 
(南谷) 
成田 → アンカラ 

合同評価レポート作成 
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16:30 団内打ち合わせ 16:30 団内打ち合わせ 

16 24 日 月 
09:30 日本側評価チーム団内打ち合わせ 
13:00 日本人専門家打ち合わせ 
13:30 プロジェクト・ダイレクター表敬 

 

17 25 日 火 09:30 合同評価チーム打ち合わせ 

18 26 日 水 合同評価レポート作成 

19 27 日 木 15:00 合同評価レポート署名に向けた打ち合わせ 

20 28 日 金 

10:00 JCC およびミニ

ッツ署名 
(午後) 日本大使館報

告、JICA 事務所 

10:00 JCC およびミニッツ署名 
16:05 アンカラ → 18:10 ミュンヘ
ン 
21:00 ミュンヘン →  

10:00 JCC および 
ミニッツ署名 
 
 

21 29 日 土 
(南谷) 
(午前) アンカラ → 

→ 15:25 成田 
 

 

22 30 日 日  → 成田 
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Annex 4：面談者リスト 
 

1 トルコ側 

1) カウンターパート・WG メンバー 

1 Mr. Mehmet Özcan プロジェクト・ダイレクター 9/11,18 
2 Ms. Didem Zeynep İnce プロジェクト・コーディネーター 9/11,17 
3 Mr. Hasan Kırelli AFAD 9/17 
4 Ms. Aslı Ayaröz Aksoy AFAD 9/17 

5 
Ms. Miyase Koyuncu 
KAYA,  

WG2 9/19 

6 
Ms. Özgül YILMAZ 
TÜZÜN, 

WG2 9/19 

7 Ms. Funda Kocabuyuk 基礎教育総局長 9/20 
8 Ms. Sevil AKCAN WG3 9/21 

9 
Mr. Şerafettin 
ÇİLLOĞULLARI 

WG3 9/21 

10 Mr. Oktay ERGÜNAY WG3  9/21 
11 Mr. Bülent ÖZMEN WG3 9/21 
12 Mr. Hüseyin GÜLER WG3 9/21 
13 Mr. Hasan KIRELLİ WG3 9/21 
14 Ms. Gülgün TEZGİDER WG3 9/21 
    

2) 協力機関 

1 Mr. Hasan Çoban 開発省 9/17 
3 Ms. Betül Ersin Uysal 開発省 9/17 
    

3) マスター教員 

1 
Ms. Sibel Tekmenler 
Aydemir 

副校長、コジャエリ県ギョルジュック市、教科：美術 9/12 

2 Mr. Zeki Gülen 県国民教育省視学官、ボル県メルケズ市 9/12 
3 Mr. Hakan Tanır 県国民教育省民間防衛専門家、コジャエリ県 9/12 

4 Ms. Gülsüm Yıldırım 
教員、ヤロヴァ県ジュムヒュリエット小学校、教科：ガ

イダンス 
9/12 

5 Ms. Müzeyyen Erakbaş 県国民教育省視学官、テキルダ県 9/12 
    

2 日本側 

1) プロジェクトチーム 

1 Mr. Shinsuke Nomura チームリーダー/研修マネジメント 8/17,27,9/14 
2 Ms. Midori Maruyama 防災活動意識調査 8/17,27 
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3 Mr. Tomihide Chishina 防災活動 8/17,27 
4 Dr. Aki Yonehara 教育計画/研修評価 8/27 
5 Dr. Masakazu Goto 短期専門家 9/11 
6 Mr. Fumio Kaneko 防災活動 9/11,18 
7 Ms. Tomoko Shaw 防災活動 9/11,18 
8 Mr. Urungu Kaan 通訳/業務調整 9/11 
9 Ms. Aysegul Arkan 通訳 9/11 
10 Mr. Mert Batirbaygil 通訳 9/11 
    

2) JICA 

1 Mr. Toshio Murata 国際協力専門員（教育） 8/17 
2 Mr. Ali Bekin JICA トルコ事務所 9/11 
3 Mr. Yosuke Nishii JICA トルコ事務所 9/11 
4 Dr. Emin Ozdamar  JICA トルコ事務所 9/14 
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Annex 5：専門家の派遣 
 

2012 年 9 月時点 

氏名 分野 
到着日と出発日（トルコにおける派遣日数） 

日数 2011 2012 （計画） 
第 1 次 第 2 次 第 3 次 第 4 次 第 5 次 第 1 次 第 2 次 第 3 次 第 4 次 第 5 次 

野村 紳介 チームリーダー/ 
研修マネジメント 

1/5-2/4 
(31) 

5/2-5/27 
(26) 

7/26-8/6 
(12) 

9/4-9/14 
(11) 

10/17-11/5 
(20) 

1/18-2/11 
(25) 

5/17-5/31 
(15) 

7/18-7/20 
(3) 

8/29-9/14 
(17) 

9/24-9/28 
(5) (165) 

ショウ 智子 防災活動 5/2-5/10 
(9) 

8/4-9/6 
(34)    5/16-6/20 

(36) 
8/28-10/4 
(38)    (117) 

金子 史夫 防災活動 8/19-8/27 
(9) 

9/2-9/19 
(18)    1/21-2/10 

(21) 
5/22-6/9 
(19) 

9/5-9/28 
(243)   (90) 

丸山 緑 防災活動意識調査 1/5-2/4 
(31)          (31) 

山崎 吉高 防災計画 5/2-5/26 
(25)          (25) 

宮崎 良 防災計画 1/5-2/4 
(31) 

10/18-11/5 
(19)    2/2-2/11 

(10)     (60) 

米原 あき 教育計画/研修評価 8/1-8/6 
(6)          (6) 

五島 政一 専門家/NIER      9/9-9/14 
(6)     (6) 

圓田 元彦  専門家/兵庫県 10/23-11/1 
(10)          (10) 

堀 富雄  専門家/兵庫県 10/23-11/1 
(10)          (10) 

山口 正明 専門家/兵庫県 10/23-11/1 
(10)          (10) 

閑念 智志 専門家/兵庫県      1/22-1/27 
(6)     (6) 

中森 慶 専門家/兵庫県      1/22-1/27 
(6)     (6) 

神田 孝治 専門家/兵庫県      2/5-2/10 
(6)     (6) 

中田 勝之 専門家/兵庫県      2/5-2/10 
(6)     (6) 

岡本 潔政 専門家/兵庫県      2/5-2/10 
(6)     (6) 

Urungu Kaan 通訳 / 業務調整 契約（2011 年 5 月～2013 年 11 月） 
(2.5 年) 

 

   総日数           (560) 
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Annex 6：本邦研修 
 

2012年 9月時点 
スキーム 氏名 所属 期間 訪問先・コース 
カウンターパート研修 

Mr. Necati YURT 
Department of In-service Training/ Higher 
Education Legislation Projects and EU 
Division, Ministry of National Education 

3/1- 
3/19/2011 

文部科学省、東京都、練馬市、愛知県、DRLC、兵庫県、

神戸市、神戸学院大学、舞子高等学校、神戸市消防局、兵

庫県立教員研修所 
Ms. Didem Zeynep 
INCE ditto 同上 同上 

Prof. Dr. Şerif BARIŞ Engineering Faculty/Department of 
Geophysics, Kocaeli University 同上 同上 

Dr. Ozgur ERDUR 
BAKER 

Educational Sciences/Psychological 
Counseling and Guidance, Middle East 
Technical University 

同上 同上 

Dr. Elif BAKAR General Directorate of Primary Education, 
Ministry of National Education 同上 同上 

Dr. Miyase 
KOYUNCU KAYA ditto 同上 同上 

Mr. Ferudun 
ÖZYUREK 

The General Directorate of Secondary 
Education, Ministry of National Education 同上 同上 

Ms. Serap YALÇIN 
GÜLER 

Education, Training and Program 
Department, Ministry of Education, Board 
of Education 

同上 同上 

Dr. Fatma TEZCAN 
The Directorate of Development and 
Examining Materials, Ministry of 
Education, Board of Education 

同上 同上 

Dr. Havva Ayşe 
CANER 

Educational Sciences Department, 
Bogazici University, Faculty of Education 同上 同上 

集団研修 -    
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Annex 7：カウンターパート・WG メンバーリスト 
 

2012 年 9 月時点 
氏名 所属 プロジェクトにおける役割 コメント（期間） 

1 Mr. Omer BALIBEY 
バリベイ局長 教員育成総局長、国民教育省 プロジェクト・ダイレクター 2012 年 5 月～ 

2 Mr. Mehmet Özcan 
オズジャン部長 研究開発部長、教員育成総局 プロジェクト・マネジャー,  

WG-1,2, 3 2012 年 5 月～ 

3 Ms. Didem Zeynep İNCE 
ディデムさん プロジェクト・欧州連合課、研究開発部、教員育成総局 プロジェクト・コーディネーター , 

WG-1, 2, 3  

4 Ms. Serap YALÇIN GÜLER 
セラブさん 教育委員会 WG-2  

5 Mr. Şerafettin ÇİLLOĞULLARI 
シェラフェティンさん サービス支援総局（民間防衛専門家） WG-3  

6 Mr. Hasan KIRELLİ 
ハサンさん 首相府災害緊急管理室 WG-3  

7 
Ms. Sevil AKCAN 
セビルさん 国民教育省アンカラ県教育事務所（民間防衛専門家） WG-3  

8 Mr. Ali KÜSMEZ        
アリ校長 ナスレッディン・ホジャ小学校 校長  WG-3  

9 Associate Prof. Özgür ERDUR BAKER 
オズギュル先生 中東工科大学教育学部 WG-2  

10 Associate Prof. Özgül YILMAZ TÜZÜN,  
オズギュル先生 中東工科大学教育学部 WG-2  

11 Assistant Prof. Ayşe CANER 
アイシェ先生 ボアジチ大学教育学部 WG-2  

12 Assistant Prof. Miyase Koyuncu KAYA,  
ミヤセ先生 イルデゥルム・ベヤジット大学文学部 WG-2 ～ 2012 年 3 月まで基礎教育総

局 

13 Prof. Şerif BARIŞ 
シェリフ先生 コジャエリ大学地球物理学部 WG-3  

14 Assistant Prof. B.Burçak BAŞBUĞ 
ブルチャック先生 中東工科大学防災研究センター WG-3  

15 Prof. Emeritus Hüseyin GÜLER 
フセイン先生 中東工科大学防災研究センター WG-3  

16 Dr. Bülent ÖZMEN 
ビュレント先生 ガシ大学地震研究センター WG-3  

17 Mr. Oktay ERGÜNAY 
オクタイ先生 ガシ大学地震研究センター WG-3  

18 Ms. Gülgün TEZGİDER 
ギュルギュン先生 NGO 代表 WG-3  
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19 Mr. Ahmet Fikret BAYRAKLI  
バイラクリ氏 教員研修部長 前プロジェクト・ダイレクター ～2012年 4月 

20 Mr. Necati YURT 
ネジャット氏 教員研修部課長 前プロジェクト・マネジャー  ～2012年 4月 

21 Dr. Elif BAKAR 
エリフ部長 国民教育省 基礎教育総局 前 WG2 メンバー  

～ 2011 年 11 月頃まで。現在は

教科書改訂グループのリーダ

ー 

22 Dr. Fatma TEZCAN 
ファトゥマさん 教育委員会 前 WG2 メンバー  ～2011 年 8 月頃.まで。現在は

基礎教育校の教員.  

23 Mr. Ferudun OZYUREK 
フェルドゥンさん 中等教育総局 前 WG3 メンバー  ～2011年 9月頃まで 

 
 
ワーキング・グループのメンバーリスト 
 

2012 年 9 月時点 

 
WG-1  
(研修開発) 

WG-2  
(カリキュラム・教材開発) 

WG-3  
(学校包材緊急管理計画) 

教員育成総局 Mr. Mehmet ÖZCAN 
Ms. Z.Didem İNCE 

Mr. Mehmet ÖZCAN 
Ms. Z.Didem İNCE 

Mr. Mehmet ÖZCAN 
Ms. Z.Didem İNCE 

基礎教育総局  
 
 

 

中等教育総局    

教育委員会  Ms. Serap YALÇIN GÜLER  

サービス支援総局   
Mr. Şerafettin ÇİLLOĞULLARI (Civil 
Defense Expert) 

AFAD   Mr. Hasan KIRELLİ (expert) 

県教育事務所   
Ms. Sevil AKCAN (Civil Defense Expert) 
Mr. Ali KÜSMEZ (School Principal) 

大学  

Associate Prof. Özgür  ERDUR BAKER, 
METU 
Associate Prof. Özgül YILMAZ TÜZÜN, 
METU 
Assistant Prof. Ayşe CANER,  BU 
Assistant Prof. Miyase Koyuncu KAYA, 
Yildirim Beyazit University 

Prof. Şerif BARIŞ, Kocaeli U. 
Assistant Prof. B.Burçak BAŞBUĞ, METU 
Prof. Emeritus Hüseyin GÜLER, METU 
Dr. Bülent ÖZMEN, Gazi U. 
Mr. Oktay ERGUNAY, Gazi U. 

 NGO   
Ms. Gülgün TEZGİDER, Emergency Support 
Foundation (ADV) 
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Annex 8：プロジェクト実績 1 (指標の達成に向けた進展) 
 

2012 年 9 月時点 
要約 指標 中間レビュー時点での指標の達成にむけた進

展 
【スーパーゴール】 
学校管理者、教員、生徒、及び父母が、学校教育を通

じて災害の知識、認識、及び管理能力を向上させるこ

とにより、プロジェクト対象地域において防災に対す

る認識が広められる。 
 

N/A N/A 

【上位目標】 
 
基礎教育学校の学校管理者及び教員、中等教育学校の

学校管理者が、防災に対する認識を向上することによ

り、プロジェクト対象地域において防災教育が向上さ

れる。 

(教員) 
1．MoNE が、防災教育の教材を改善する。  
 

現時点では、成果 2 の指標 2-2 に記載したとお
り。 
 

2. 防災教育の研修を受講したプロジェクト対象地域の基

礎教育学校の教員が、TOT を通じ、教材を用いた体系的な

防災教育の授業を実施する能力を獲得する。 
 

幾つかの県（例えばテキルダー県）においては、

基礎教育学校の教員が、マスター教員を通して

災害教育を教えている。 

(管理職) 
3. MoNE が、学校防災緊急管理計画ガイドラインを改善す
る。 
 

現時点では、成果 3 の指標 3-1 に記載したとお
り。 
 

4. 防災教育の研修を受けたプロジェクト対象地域の基礎

教育及び中等教育学校の学校管理者は、学校防災緊急管理

計画に関する認識を向上させ、各校の学校防災緊急管理計

画を策定し、実施する。 
 

現時点では、プロジェクト目標の指標 6、及び
成果 3 の指標 3-3 に記載したとおり。 
 

【プロジェクト目標】 
学校管理者と教員の知識向上と学校防災管理能力の強

化により、プロジェクト対象地域の支援対象校におけ

る学校防災教育が改善される。 

1. 260 名のマスター教員（パイロット校学校管理者 1、ク
ラス担任教員 1、教科教員 1、及びパイロット県教育事務

所視学官 1、シビルディフェンス専門員 1）は、新しい学
校防災教育に基づきコア・トレーナーから研修を受ける。 
 

プロジェクト期間中には4回のマスター教員研
修が実施される。しかし当初 260 名のマスター
教員の中には移動もあり、その任命・辞任・引

継ぎ等に関する決まりが明確でなければ、終了

時におけるマスター教員の特定も難しい。 
 

2. モデル授業の教材が改善される。 活動 2-6 に記載のとおり、第 1 回モデル授業を
2012 年 2 月に 11 のパイロット校で実施した。
第 2 回モデル授業を 2013 年 7 月に実施する予
定であり、この間での教材の改良について調査

する必要がある。 
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3. マスター教員研修を受講した 80％以上のマスター教員

が、研修で習得した知識を、少なくとも 3 名の同僚教員に
指導する。  
 

ベースライン調査にはこの項目が含まれてい

なかったため、指標の確認には、同項目を追加

したエンドライン調査を行う必要がある。 
 

4. パイロット校 80 校は、ハンドブックを参照して各校の
学校防災緊急管理計画を策定し、それに基づく活動を実施

する。 
 

ベースライン調査にはこの項目が含まれてい

なかったため、指標の確認には、同項目を追加

したエンドライン調査を行う必要がある。 
 

5. パイロット校の 60％以上が、学校防災管理活動（学校

プロジェクト）コンテストに参加する。 
 

活動 1-8 に記載のとおり、防災教育コンテスト
（第 3 回マスター教員研修）には 56％の学校
（45 校）が参加した。第 4 回マスター教員研修
への参加率も把握する必要がある。 
 

6. 本プロジェクトを通じ、プロジェクト対象地域の中等教

育学校（の管理者）が、防災管理計画に関する知識を得る。 
 

まず中等教育学校について対象校を決定する

必要がある。これまでのマスター教員研修に中

高教育学校は参加していない。 
 

【成果】   
1. マスター教員（学校管理者と教員）の、防災教育に

関する知識を同僚に伝達する能力が向上する。 

1-1. マスター教員研修を受講したマスター教員の、防災教
育に関する知識レベルが顕著に増加する。 

パイロット 80 校の校長、教員、児童、保護者
を対象とするベースライン調査が実施され、

2011 年 11 月に報告書が提出された。プロジェ
クト終了前にエンドライン調査を実施し、マス

ター教員における変化を調査する必要がある。 
 

1-2. マスター教員研修を受講した 80％以上のマスター教

員は、受講で得た知識を学校で活用する。 
 

2011 年 9 月の防災教育コンテスト（第 3 回マス
ター教員研修）参加 40 校に対する評価では、
既に 50％の学校で知識が活用されていると推

測される。 
 

1-3. 80％以上のマスター教員は、パイロット校において同
僚の教員を訓練する。 
 

ベースライン調査にはこの項目が含まれてい

なかったため、指標の確認には、同項目を追加

したエンドライン調査を行う必要がある。 
 

2. 防災教育に関する教員用補助教材が改善される。 2-1. 防災教育の習得目標が改善される。 現時点では、活動 2-3 に記載の通り。ただし、
プロジェクト期間中（2013 年 11 月まで）に、
カリキュラムや教科書が実際に改訂されるか

どうかは、教育委員会の審査もあり不確かであ

る。 
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2-2. 防災教育に関するハンドブックと補助教材が、MoNE
により改善される。 

現時点では、活動 1-5,2-4,2-5,3-5 に記載の通り、
それぞれハンドブック第 4 部、第 1 部、第 2 部、
第 3 部の作成が進んでいる。 
 

3. 学校環境に適した学校防災管理システムが構築され

る。 
3-1. 学校防災ガイドライン（学校防災緊急管理計画）が

MoNE により策定される。 
現時点では、活動 3-5 に記載の通り。 
 

3-2. ガイドラインに基づく学校防災緊急管理計画が、80 の
パイロット基礎教育学校で策定される。 
 

現時点では、活動 3-6 に記載の通り。 
 

3-3. 学校防災緊急管理計画が、作成方法と実施方法につい
て、プロジェクト対象地域におけるパイロット中等教育学

校の学校管理者に対して紹介される。 

活動 3-4 に記載の通り、プロジェクト対象地域
のパイロット中等教育学校（高校）については、

まだ選定されていない。 
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Annex 9：プロジェクト実績 2 (活動レベルの進捗状況) 

2012 年 9 月時点 
成果 活動 活動レベルの進捗 担当者 今後の主な取り組み 
1. マスター教員（学
校管理者と教員）の、

防災教育に関する知

識を同僚に伝達する

能力が向上する。 

1-1. WG は、パイロット校を選定する。 教員育成総局は県教育事務所あてにレタ

ーを発出し、それに拠って各県がマスタ

ー教員を選定、2011 年 6 月に終了。 
マスター教員 260名＝80パイロット校か
ら 3 人ずつのマスター教員 240 名＋県マ
スター教員 20 名（パイロット 10 県から、
視学官、民間防衛専門家が 1 名ずつ） 
 
マスター教員の交替は少なくない。 
1) 第 1回マスター教員研修参加者リスト 
2) 第 2回マスター教員研修参加者リスト 
3) 第 3回マスター教員研修参加者リスト 
 

Necati 終了 

1-2. WG は、日本とトルコの防災教育に関する

教員研修の方法について比較する。 
コアチームメンバーに対する研修（カウ

ンターパート本邦研修）を 2011 年 3 月に
実施した。 
 

Necati, Didem,  
 
Nomura,Maruyama 

終了 

1-3. WG は、マスター教員に対する教員研修プ

ログラムを準備する。 
第 1 回マスター教員研修プログラムを

2011 年 10 月までに作成した。 
第 2 回マスター教員研修プログラムを

2012 年 1 月までに作成した。 
第 3 回マスター教員研修プログラム（防
災教育コンテスト）を 2012 年 9 月までに
作成した。 
 
11のパイロット校における第 1回モデル
授業（マスター教員による生徒に対する

授業）プログラムを 2012 年 2 月までに作
成した。 
11のパイロット校におけるデモンストレ
ーション授業（日本からの短期専門家に

よる生徒に対する授業、マスター教員も

見学）プログラムを、2012 年 2 月までに
作成した。 
 

Necati,Ozcan,Didem,  
WG members 
 
Nomura 

高官による本邦訪問プログ

ラムを 2012年 9月までに準
備。 
コア・マスター教員（防災

教育コンテスト受賞者）の

本邦研修プログラムを 2012
年 11 月までに準備。 
第 4 回マスター教員研修プ

ログラム（普及手法コンテ

ストの予定）を 2013 年 6 月
までに準備。 
第 2 回モデル授業プログラ

ムを 2013 年 9 月までに準

備。 
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1-4. WG は、マスター教員と県教育事務所の役

割について検討する。 
 

防災教育コンテスト受賞 15 校が県の中

心となってマスター教員活動グループ

（サークル）を形成していくアイデアを

検討中。 
マスター教員活動グループとともに ToT
の手法を準備する予定。 
 

Ozcan, Didem, 
Provincial 
MasterTeachers 
 
Nomura 

マスター教員の役割を含む

防災教育普及計画に関する

県教育事務所の計画が、

2012年11月までに提出され
る予定。 

1-5. WG は、マスター教員とパイロット校のモ

ニタリング＆評価方法について検討する。 
 

パイロット 80 校・コントロール 80 校の
校長 160 名、教員 400 名、生徒 400 名、
保護者 400 名を対象に、2011 年 9 月に

MoNE のウェブサイト上にてベースライ

ン調査が実施され、その結果が 2011 年

11 月にレポートに取りまとめられた。 
 
県における評価手法が、第 1 回マスター
教員研修において、県マスター教員（視

学官、民間防衛専門家）に対して説明さ

れた。 
 
ハンドブック第 4 部（評価）の作成は、
まだ開始されていない。 
 

Didem, Burcak, 
Ozgur,  
Provincial Master 
Teachers 
 
Yonehara, Maruyama,  
Chisina 

ハンドブック第 4 部（評価）
の作成。 
 
各県で実施するマスター教

員の普及に係る視学官によ

る評価手法は、第 4 回マス

ター教員研修にて発表予

定。 
 

1-6. WG は、トルコと日本の防災専門家の協力

を得て、マスター教員研修を実施する。 
第 1 回マスター教員研修を実施した

（2011 年 10 月ヤロヴァ国民教育省教員
研修所） 
第 2 回マスター教員研修を実施した

（2012年 1月ヤロヴァ国民教育省教員研
修所）。 
第 3 回マスター教員研修（防災教育コン
テスト）を実施（2012 年 9 月クシャダス

国民教育省職業訓練学校）した。参加は

80 校であったが、うち 45 校がコンテス
トにエントリーした。 
 
1st Model Class and demonstration class in 
11 Pilot schools in Feb 2012. 
1. Bolu: Mehmet Akif Ersoy İlköğretim 
Okulu 
2. Duzce: Mustafa Kemal İlköğretim Okulu 

Necati, Ozcan, Didem, 
Burcak, Ozgur,  
WG members 
 
Nomura, Maruyama, 

第 4 回マスター教員研修を

2013 年 6 月に実施予定。 
第 2回モデル授業を 2013年
7 月に実施予定。 
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3. Sakarya: Atatürk İlköğretim Okulu 
4. Istanbul (Europe): Gılman Durukan 
İlköğretim Okulu 
5. Bursa (Osmangazi): Molla Fenari İ.O. 
6. Yalova (Merkez):  Zubeyde hanim İ.O 
7. Kocaeli (Golcuk):  Golcuk İ.O 
8. Istanbul (Uskdar):  Capitol İlköğretim O. 
9. Balikesir: Aslantepecik İlköğretim Okulu 
10.Canakkale: Özlem Kayalı İlköğretim 
Okulu 
11.Tekirdag: Öğretmen Mediha Mehmet 
Tetikol İlköğretim Okulu 
 
第 1 回デモンストレーション授業・モデ
ル授業を、2012 年 2 月に 11 のパイロッ
ト校で実施した。 
 

1-7. WG は、日本人専門家、研修講師、研修参

加者と共に、マスター教員研修プログラムの評

価を行う。 

第 1 回マスター教員研修に対する評価を
実施した（2011 年 10 月）。 
第 2 回マスター教員研修に対する評価を
実施した（2012 年 1 月）。 
11のパイロット校での第 1 回デモンスト

レーション事業・モデル授業に対する評

価を実施した（2012 年 2 月）。 
 

Ozcan, Didem,  
Burcak, Ozgur, 
WG members 
 
Nomura, Yonehara, 
Maruyama, 
 

第 3 回マスター教員研修の

評価を 2012年 9月に実施予
定。 
第 4 回マスター教員研修の

評価を 2013年 6月に実施予
定。 
第 2 回モデル授業の評価を

2013 年 7 月に実施予定。 
 

1-8. WG は、マスター教員とパイロット校の活

動について、活動 1-5 の評価方法を用いたモニ
タリング、評価を行う。 
 

2012 年 9 月の防災教育コンテスト（第 3
回マスター教員研修）の発表により評価

された。参加したパイロット 80 校のう

ち、45 校のエントリーがあり、要件を満
たした 40 校が審査対象となった。 
 
審査対象となった 40 校を 4 項目（学校防
災計画、授業案、ポスター、普及計画）

につき評価した結果、15 校が入賞した。 
 
BALIKESİR  Merkez    Zağnos Paşa 
İÖO 
Merkez    Aslıhan Tepecik İÖO  
BOLU       Merkez    Abant İÖO 

Ozcan, Didem,  
WG members 
 
Nomura, Yonehara, 
Maruyama 
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BURSA     Osmangazi Molla Fenari İÖO 
Osmangazi  Demirtaş Bucağı İÖO 
ÇANAKKALE Ezine     75. Yıl İÖO 
DÜZCE      Merkez    Beyköy İÖO 
İSTANBUL   Kartal     Gürbüz Bora 
İÖO 
Eyüp      Alibeyköy İÖO 
Avcılar    Ali Karay 
KOCAELİ    Gölcük    Gölcük İÖO 
İzmit      Türk Pirelli İÖO 
SAKARYA    Adapazarı  Atatürk İÖO 
TEKİRDAĞ   Merkez   Mediha Mehmet 
Tetikol İÖO 
YALOVA     Merkez    Cumhuriyet 
İÖO 
 
 

1-9. WG は、プロジェクトで実施される全ての

研修プログラム（デモ授業、モデル授業、ワー

クショップを含む）について、総合的な評価を

行う。 
 

未実施。 Ozcan, Didem,  
WG members 
 
Nomura, Yonehara, 
Maruyama 
 

 
 

1-10. WG は、トルコの将来的な防災教育関連の

教員研修プログラムに関して、提案書を作成す

る。 
 

現在 WG と県マスター教員の間での協議

を進めている。 
Ozcan, Didem,  
WG members 
 
Nomura, Maruyama 

2012 年 10 月の高官本邦訪

問時に協議予定。 
将来の教員研修プログラム

をプロジェクト終了時まで

に形成する。 
 

2. 防災教育に関す

る教員用補助教材が

改善される。 

2-1. WG は、日本とトルコの防災教育の内容を

比較する。  
 

トルコと日本の防災教育のカリキュラム

をレビューし、両者の特徴をレポートに

とりまとめた。(2011 年 6 月） 
 
日本とトルコの教科書別の単元の内容を

比較し、WG2 として考えるトルコの教科

書の今後の改善の方向をレポートにとり

まとめた。(2011 年 6 月） 
 
両レポートを 2011年 9月に教育委員会に
提出した。 
 

WG2 member  
Shaw 

終了 
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2-2. WG は、トルコにおける防災教育のコンセ

プトを改善する。 
 

トルコの防災教育を実施するにあたって

の課題を整理し、WG2 として以下のコン
セプトを取りまとめた。（2011 年 8 月） 
 
防災教育の実施方針 
1) 防災教育の重要性・必要性を理解さ

せる。 
2) 防災の意識向上を図る。 
3) 命を守る能力を身に着ける 
4) 防災教育で得た知見を広め防災文化

を醸成する。 
 
防災教育を改善するための基本方針 
1) 防災に関係する習得目標を改善す

る。（学年に応じた習得目標の設定） 
2) 体育の習得目標を救命・救急に限定

しない。（命を守る活動の追加） 
3) 自由時間に防災教育の単元を加え

る。 
4) 映像や写真を加えるなど、教材を改

善する。 
5) ハンドブック作成により、授業を充

実させる。 
6) 防災教育に関する教員研修を実施す

る。 
 
同レポートを 2011年 9月に教育委員会に
提出した。 
 

All CPs 
Shaw 

プロジェクト活動としては

終了 
 

 

2-3. WG は、単元の内容を改善する。 
 

新たに任命された基礎教育総局の教科書

改訂グループ 3 人と、WG2（ミヤセ先生、
オズギュル先生）により、生活、社会、

理科における防災教育の各学年・単元ご

との新たな習得目標を作成した。 
 
同レポートを、2012 年 7 月に教育委員会
に提出した。 
 

All CPs 
Shaw 

プロジェクト活動としては

終了 
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第 3 回マスター教員研修で、ミヤセ先生
が同内容（生活と社会）を発表した。 
 

2-4. WG は、防災教育の教材を準備する。 
 

ハンドブック第 1 部（基礎知識）につい
ては、ビュレント先生が、短期専門家や

マスター教員研修での講義資料を基に現

在整理中。2012 年 11 月には第 1 次ドラ
フトが作成される予定。 
 
ハンドブック第 2 部（防災教育）は、活
動 2-5、2-9 で作成。 
ハンドブック第 3 部（学校防災緊急管理
計画ガイドブック）は、活動 3-3、3-5 で
作成。 
ハンドブック第 4 部（防災教育の評価）
は、活動 1-5 で作成。 
 

All CPs 
Shaw 

ハンドブック第 1 部、第 2
部、第 3 部、第 4 部を、教
員の副読本として作成予

定。 
 

 

2-5. WG は、モデル授業のために、ハンドブッ

クのパート 2（防災教育）のドラフト版を準備
する。 
 
 

活動 2-1、2-2、2-3 で作成したレポートを
編集し、2012 年 9 月に実施した防災教育
コンテストでの授業案も取り入れて、第

1 ドラフトを作成中。 
 

All CPs 
Shaw 

2012年 12月には第 1ドラフ
トが完成予定。 

 

2-6. デモンストレーション校 10 校は、防災教

育のモデル授業を防災教育教材を用いて実施す

る。 
 

第 1 回マスター教員研修で配布された講
義ノートを利用して、2012 年 2 月に 11
のパイロット校でマスター教員が第 1 回
モデル授業を実施した。 
 

Miyase 
Kaneko 

第 2回モデル授業を 2013年
7 月頃までに実施予定。 

2-7. モデル授業をレビューする。 
 

2012 年 2 月に、短期専門家 3 名と WG メ

ンバーで意見交換を行い、提言等をレポ

ートに取りまとめた。 
 

Miyase 
Kaneko 

第 2回モデル授業を 2013年
7 月頃までに実施予定。 

2-8. マスター教員は、デモンストレーション授
業での指導の内容、指導方法、および教材の活

用方法について、議論する。 
 

2012 年 2 月に、日本人専門家が 3 チーム
に分かれて 10 県 11 のデモンストレーシ
ョン校を訪問し、デモンストレーション

授業を行った。その後周辺校から集まっ

たマスター教員とともに、授業内容につ

いて議論した。 
 

Miyase 
Kaneko 

終了 
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2-9. WG は、ハンドブックパート 2（防災教育）
の内容を改善する。 

2012 年 12 月までに最初のドラフトが完
成予定。その後、モデル授業での教訓を

取り入れた授業案を付加した第 2 ドラフ
トを作成予定。 

All CPs 
Shaw 

第 2ドラフトを 2013年 6月
までに、最終版を 2013 年の
プロジェクト終了時までに

完成 
2-10. マスター教員から選ばれたコアとなる教

員とともに、プロジェクトの範囲内の教員を対

象とするセミナーで、モデル授業で行われた、

防災教育の内容、指導方法、防災に関する指導

マニュアルを紹介する。 
 

2012 年 9 月実施の第１回コンテストで、
発表した。 
 

All CPs 
Shaw 

2013 年 6 月に計画されてい
る第 2 回コンテストにて実

施予定。 
 

3. 学校環境に適し

た学校防災管理シス

テムが構築される。 

3-1. WG は、パイロット校のシビルディフェン

ス計画をレビューする。 
 

CDP は 1959 年に作成され、戦争を主に

想定しており、事後対応が主眼となって

いる等、日本の学校防災計画との違いを

2011 年に整理した。 
 

Yamazaki 終了 

3-2. WG は、学校管理者を対象とした、学校防

災緊急管理計画に関する研修プログラムを準備

する。 
 

マスター教員研修に合わせて 2011 年に

研修プログラムを作成した。 
Yamazaki 終了 

3-3. WG は、ハンドブックパート 3（学校防災緊
急管理計画）のドラフトを準備する。 
 

2011 年 11 月の時点で、第１次ドラフト

が完成した。 
Bullent/Oktay 
 
Yamazaki 

終了 

3-4. MoNE 教員育成総局は、80 校の基礎教育学
校、及び、選出された中等教育学校の学校管理

者を対象に、研修を実施する。 

80 のパイロット基礎教育学校について

は、マスター教員研修の第 1 回（2011 年
10月）、第 2回（2012年 1月）、第 3回（2012
年 9 月）を実施した。 
 
パイロット中等教育学校については、ま

だ選定されておらず、実施されていない。 
 

Oktay/Bullent/Serafitin 
/Sevil/AliKuzmez 

第 4 回のマスター教員研修

として継続実施予定。 

3-5. WG は、学校防災緊急管理計画を、AFAD
の指導下で準備する。 

ハンドブック第 3 部（学校防災緊急管理
計画ガイドブック）第 2 次ドラフトが完
成し、2012 年 9 月の第 3 回マスター教員
研修において配布された。 
 

Bullent/Oktay 
 
Kaneko 

第 3次ドラフトを作成予定。 

3-6. 学校管理者は、パイロット校の教員と共

に、各学校独自の学校防災緊急管理計画を作成

する。 

防災教育コンテストで審査対象となった

40 校のうち、34 校が学校防災緊急管理計
画を作成している。 

School Administrators 
and teachers in Pilot 
Basic Schools 

第 2 回目コンテストの開催

を通して作成を促す予定。 
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3-7. パイロット校は、県教育事務所のマスター
教員と共に、作成した学校独自の学校防災緊急

管理計画に基づき、防災活動を実施する。 
 

未実施。 Pilot Basic Schools 
and Provincial Master 
Teachers 

2013 年 2 月にパイロット校
において、避難訓練などの

防災訓練が実施される予

定。 
3-8. パイロット校は、県教育事務所のマスター
教員と共に、学校防災緊急管理計画に示された

災害リスク低減のためのイベント（避難訓練、

フェスティバル、授業等）への保護者の参加を

促進させる。 
 

未実施。 Pilot Basic Schools 
and Provincial Master 
Taechers 

2013 年 2 月にパイロット校
において、避難訓練などの

防災訓練が実施される予

定。 

3-9. WG と県教育事務所のマスター教員は、評

価のための定期的なモニタリングを実施する。 
 

第 2 回目マスター教員研修において実

施。 
WG3 and Provincial 
Master Taechers 

第 3 回、第 4 回のマスター
教員研修を利用して実施予

定。 
さらに継続的な活動を検討

予定。 
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Annex 10：JICA の災害管理に関する 3 つのアプローチに基づくマトリックス 
 
効果的な災害リスク管理のために必要だと考える JICA の 3 つの原則アプローチ（Three Principles Approach）の視点で、本プロジェクトで実施できていること及び今
後検討すべきことを以下の通り整理した。 
成果 項目 リスク・リテラシー リダンダンシー 改善 
成果 1 研修の実

施体制/防
災教育の

実施体制 

・「教員研修で防災教育のすべてを習得でき

ているわけではない。」という視点も伝達し、

勉強会の実施など、教員研修の政策や学校現

場での教育活動での対応を考えさせるよう

な工夫を行う（提案） 
・児童・生徒・教員の命を守るためには、防

災教育を実施することだけではなく、耐震補

強などの活動が重要であることも認知させ

る（提案） 

・トレーナーとして、生徒だけでなく父母

や地域への波及も考慮して、複数のルート

で防災教育に触れる環境づくりを行う必

要がある。学校によっては父兄向けの活動

を行っている。（活動実績） 
・教員研修において、初任者研修や中堅研

修等、複数の教員研修で防災教育研修が実

施可能となるような素地づくりを行いつ

つある（活動実績） 

・政策・予算・人事についても検証を行い、持

続性を検証する必要がある（提案） 
・カリキュラムの見直しを行い続けるために、

既存の勉強会を含むマスター教員サークル（仮

称）についての議論をカウンターパートと進め

つつある（活動実績） 

成果 2 防災教育

ハンドブ

ック 

・防災教育の限界を認知するために、ハンド

ブックパート２（防災教育）に、耐震補強や

学校立地条件の検討などのハード対策も、学

校での防災教育に加えて重要であるという

内容を加える（提案） 
・地域性、地域の災害履歴（地震、洪水など）

の配慮を基本とし、災害種ごとに異なるリス

クを考えた実施するよう働きかけている（活

動実績） 

・生活、社会、理科、自由時間などの教科

の様々な単元及び各学年で、防災の視点を

取り込んだ授業実施を行うよう工夫を行

っている（活動実績） 
・父兄向けセミナー、課外活動（ボーイス

カウト等）、民間防衛クラブでの防災活動

に対してもハンドブック（案）を用いた活

動を行い、防災教育に触れる機会を複数作

る工夫をする（提案） 

・授業実施後の授業案の評価、見直しを行うた

めに、既存の勉強会/コンクールや今後構築する
予定のマスター教員サークル（仮称）を活用す

るようカウンターパートと議論を進めている

（活動実績） 
・政策・予算・人事についても検証を行い、持

続性を検証する必要がある（提案） 

成果 3 学校防災

緊急管理

計画 

・地域性、地域の災害履歴（地震、洪水など）

の配慮を基本とし、災害種ごとに異なるリス

クを考えるよう、ハンドブックパート３を作

成した（活動実績） 
・防災教育活動を実施する上で、ハード対策

の重要性も考慮しており、校舎の点検、危険

個所さがし（タウンウォッチングの手法）に

よる、耐震性の点検も活動に含めている（活

動実績） 
・現場の学校管理者及び教員に対し、ハード

対策（耐震診断等）と防災教育のバランス及

び関連性を理解させるよう働きかける工夫

が必要である（提言） 

・学校防災緊急管理計画の作成マニュアル

については、耐震についての項目も含めて

おり、ソフトとハードの組合せを考慮して

いる（活動実績） 
・国民教育省は、独自に学校耐震化プロジ

ェクトの企画を行っている（活動実績） 

・政策・予算・人事についても検証を行い、持

続性を検証する必要がある。また、AFAD との

協調が促進されるような実施体制を検討する

（提案） 
・担当部署、制度を定め、予算措置を継続する

ための検討するために、従前の民間防衛計画策

定の流れのしくみを活用する方向で議論してい

る（活動実績） 
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